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人は身体の各関節が十分に可動することができる範囲（以下，可動域とする）を有

している。この関節可動域は，自身の力や，他人の力で動かすことが出来るが，自身

の筋力低下や関節の柔軟性低下により制限を来す。本研究では，関節の柔軟性が低下

して可動域が減少する病態を対象としてとりあげている。関節可動域は，何らかの原

因で制限が発生すると，立ち上がり，歩行などといった基本動作や，入浴，整容など

といった人として日常生活に必要な動作が困難になってしまう 1)。このように基本動

作や日常生活動作を阻害する，皮膚や骨格筋，関節包などといった関節周囲に存在す

る軟部組織 2)（図 1-1）が変化することによって生じる関節可動域の制限を関節拘縮

と言う。関節拘縮は，治療の対象となる障害の一つである。先ごろ実施されたアンケ

ート結果 3)によると関節拘縮は，患者の最も問題となった障害として筋力低下に続い

て第 2 位であった。この結果から示されているように関節拘縮は，臨床において遭遇

する機会が多い病態である。 

 

 不活動状態や臥床状態は，期間が長くなると身体の各臓器に機能低下を発生する。

このような，不活動の状態が持続することで生じる障害を廃用症候群という 4)。関節

拘縮の原因は熱傷や瘢痕など様々あるが，本研究では廃用による関節拘縮をとりあげ

る。廃用性の関節拘縮に関しては，これまでいくつかの実験的研究が行われている 5-8)。

関節拘縮を発生した関節の変化を組織学的に観察した実験的研究について，Evans et 

al．5)は，ラットの膝関節を屈曲位で内固定し，一定期間の後に固定を除去して組織学

的観察を行ったところ，関節腔内で滑膜などの増殖と癒着が確認されたことを報告し

ている。また，八百板 7)は，Evans et al．5)と同様にラットの膝関節を屈曲位で内固

定し，一定期間の後に固定を除去して関節内を観察したところ，関節軟骨面と滑液包

などの癒着が広汎に認められたと報告している。これらの報告では，長期間の関節固

定による関節軟骨を含む関節内の変化が明らかにされている。  

 

一方で関節拘縮を改善させるために，皮膚や骨格筋，関節包などは，治療の対象と
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される 9,10)。Trudel et al．11)は，ラットの膝関節を約 135°屈曲位で内固定を行い固

定期間の終了直後と関節周囲の骨格筋群を切除した直後に膝関節の伸展可動域を測定

し，関節拘縮に骨格筋が関与していることを明らかにしている。また，Oki et al．12)

は，ラットの足関節を最大底屈位でギプスを用いて関節固定を行い，固定期間の終了

時に固定除去直後と関節周囲の皮膚切除後と足関節底屈筋群および関節包の切除後に

足関節背屈可動域を測定した。その結果，皮膚と骨格筋および関節包を切除すること

で関節可動域が拡大したことを報告している。このように皮膚や骨格筋および関節包

は，関節拘縮の原因組織として関与していることが動物実験によって明らかにされて

いる 11-14)。 

 

 骨格筋は，短期間の関節固定において最も関節拘縮に関与している原因組織と考え

られる 11,14)。骨格筋の柔軟性について調査した実験的研究によると，Tabary et al．15)

は，ネコの足関節を最大底屈位でギプス固定し，4 週間の固定期間後にヒラメ筋を採

取して柔軟性を測定するための引張り試験を実施したところ，正常筋と比較して柔軟

性の低下を認めたとしている。また，沖ら 16)はラットの足関節を最大底屈位で鋼線を

用いて固定し 1，2，4，6，8，10，12 週間の各固定期間の後にヒラメ筋を採取して引

張り試験を実施し，ヒラメ筋を 10mm 伸張するのに必要な力を柔軟性の指標として測

定している。その結果，ヒラメ筋の柔軟性は関節の固定期間が 3 週間以上になると低

下し始め，10 週間以降でプラトーに達することを明らかにしている。このように関節

固定によって発生した関節拘縮の原因組織である骨格筋は，柔軟性が低下することに

よって関節の可動域を制限していることが明らかである。また，骨格筋に対して行う

ストレッチは，関節拘縮の発生抑制および改善に効果があることが明らかにされてい  

る 17-19)。 

 

 靭帯や関節包に関しては，先行研究において骨格筋と同様に関節固定による変化が

報告されている 20,21)。靭帯の柔軟性に関する実験的研究によると，Noyes et al．20)

はアカゲザルの膝関節を固定し，8 週間の固定期間後に前十字靭帯（以下，ACL と略
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す）の柔軟性を測定した結果，正常な ACL よりも柔軟性が向上したと報告している。

関節包の柔軟性に関しては，正常と比較して柔軟性がどのように変化するのか明らか

にした報告は見当たらないが，固定期間が約 4 週間以降になると関節拘縮に関与して

いる割合が増えることが報告されている 22,23)。また，Mao et al．24)は，関節拘縮を

発生した肩関節に対して 8 週間以内に他動運動を行った結果，効果として関節包内の

容積の拡大を認めたと報告している。  

 

廃用性の関節拘縮に皮膚が関与していることは，拘縮のある関節周囲の皮膚を切除

すると関節可動域が拡大することから明らかにされている。しかし，関節固定などの

廃用によって関節拘縮を発生した後に皮膚自体の柔軟性が低下するかどうかを明らか

にした報告は見当たらない。臨床場面では，安静を目的として関節固定を行い数週間

経過した後に，関節付近の皮膚のシワが消失しているのを観察することがあるため，

皮膚の変化が皮膚の柔軟性を低下させ関節可動域の減少に関係している可能性がある

と筆者は推測している（図 1-2）。幸い皮膚は，関節を構成している組織において唯一

肉眼で観察し触れることが出来るため，治療や治療効果の確認が容易である。一般的

に関節拘縮の治療には，原因組織に対するストレッチが行われる 25-27)。ストレッチは，

関節運動を行って対象となる組織を伸張する治療方法である。そのためストレッチは，

皮膚と骨格筋および関節包を同時に伸張することが出来る。しかし，ギプスで関節を

固定した場合，関節運動を伴うストレッチを行うことが出来ない。ギプスは，目的で

ある関節固定が維持出来ればその一部を切り取って開く（以下，開窓とする）ことが

出来る。一般的に開窓は，術後術創部の管理として洗浄や消毒のために行われること

がある。足関節は底屈位でギプス固定した場合，下腿後面の皮膚や足関節底屈筋群の

柔軟性が低下する可能性があるが，下腿後面のギプスを開窓することで，皮膚や骨格

筋に対して圧迫による方法でストレッチを加えることが出来る 28)（図 1-3）。しかし，

圧迫によるストレッチを行う根拠として，廃用性の関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性

が向上するかどうかを直接的に証明した研究は，筆者が探す限り見当らない。 

 



第 1 章 緒言 

5 

 

本研究では，皮膚自体の柔軟性低下と関節可動域減少との関係を解明し，そのうえ

で皮膚に対するストレッチが，関節拘縮を抑制することが出来るかを明らかにするこ

とを目的とする。 
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図 1－1 関節を構成する軟部組織 

（文献 2)より改変して引用） 
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図 1－2 関節固定後の手関節背側面のシワの消失 

 

手指伸筋腱を亜脱臼した後に安静を目的として手指を伸展位で  

関節固定を行った症例。安静を目的に 2 週間の関節固定を行い 

固定を除去したところ，固定を行った関節の背側部にシワの 

消失が確認された（黄色の丸印）。 
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図 1－3 下腿後面部のギプスの開窓（文献 28)より引用） 

 

臨床では術後術創部の洗浄やアキレス腱の滑走性維持を行う  

ためにギプスを開窓する。写真ではわかりにくいが，下腿後面  

正中部に縫合された跡が見られる。 

 

 

 

 



第 2 章 ラットを用いた廃用性の関節拘縮モデル 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 
 

 

ラットを用いた廃用性の関節拘縮モデル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 2 章 ラットを用いた廃用性の関節拘縮モデル 

10 

 

 

2－1 小序 

 廃用性の関節拘縮は，関節の固定や関節を動かさないことに起因して発生する 29)。

関節拘縮の病態や発生機序を明らかにするためには，関節に拘縮を発生させる原因と

なっている関節周囲の組織を採取するなどして検討する必要がある。しかし，人を対

象として行うことは困難である。よって，これまでの関節拘縮に関する実験的研究で

は，一般的に動物実験が行われてきた 30-32)。動物実験では，関節可動域に影響する年

齢など，実験を行う際の条件を一定に設定することが容易であり，再現性の高い結果

を得ることが出来ると考えられる。動物実験における廃用性の関節拘縮に関する実験

では，関節拘縮モデルを作成する方法として，内固定もしくは外固定で関節固定を行

い実施されている 11,33)。 

内固定は，対象関節を形成している骨と骨を麻酔下にてプレートやピンを使用して

固定する方法である。対して外固定は，ギプスなどを用いて固定する方法である。内

固定の一般的な方法として Evans et al．5)は，ラットの膝関節を対象とし大腿骨と脛

骨にドリルで穴を開け，屈曲位の状態で橋を渡すようにプレートをあてがい，穴を開

けた箇所に体外からピンを刺入して骨とプレートを固定している。八百板 7)は，ラッ

トの膝関節を対象とし大腿骨と脛骨を露出して小孔を開け，約 60°屈曲位でステンレ

ス内副子を使用して固定している。その結果，5，10，20，30，40，50，60，70 日

間固定した後に膝関節の伸展と屈曲可動域を測定したところ，20～30 日以降で急激な

可動域制限の発生を認めたとしている。また Trudel et al．11,34)は，ラットの膝関節

を対象とし麻酔下にて Evans et al．5)と同様に屈曲位の状態で大腿骨の大転子部と脛

骨遠位の脛腓関節部でプレートを使用して屈曲角度が 135°となるように固定してい

る。結果，2，4，8，16，32 週間の各固定期間の後に膝関節の伸展可動域を測定した

ところ，関節拘縮の発生を認めている。内固定の利点は，外科的に骨と骨をピンとプ

レートを用いて固定するため，非常に強固な固定性が得られること，露出部の確認が

容易であること，初回に固定を行うと脱落の可能性が低いことである。しかし欠点と

して，外科的処置によって侵襲を加えているため創部周辺の炎症や感染の可能性があ
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る。 

本研究では皮膚を対象としているため，キルシュナー鋼線刺入による皮膚や骨格筋

および関節に対する炎症などの問題が惹起されることを防ぐ目的で外固定を行い，廃

用性の関節拘縮モデルを作成した。 

 

 

2－2 対象と方法 

対象動物 

実験動物は 8 週齢の Wistar 系雌ラット 12 匹とした。全てのラットは，室温が 23℃

と一定になるよう空調でコントロールした飼育室で 1 匹ずつケージ内に収容して飼育

し，市販の固形餌（MF 飼料，オリエンタル酵母工業株式会社，東京）と水道水を自

由に摂取させた。飼育室内の照明は，午前 7 時に点灯し午後 7 時に消灯する 12 時間

サイクルで人工的に昼と夜を設定した。 

本研究は，県立広島大学保健福祉学部付属動物実験施設を使用し，県立広島大学研

究倫理委員会の承認を受けて行った（承認番号第 12MA003 号）。 

 

方法 

 関節固定は外固定法を用い，固定期間は先行研究を参考に 2 週間とした 12,21)。ラッ

トは無作為に各 6 匹を 2 つの群に割り付けた。6 匹は右足関節に対して介入を行わな

い対照群とした。残りの 6 匹は右足関節を最大底屈位で固定する固定群とした。  

 ラットに対する実験は，腹腔内にペントバルビタールナトリウム（40mg/kg b.wt.）

を投与し，苦痛が伴わないよう十分に麻酔が効き，筋の弛緩を確認した後に開始した。

まずラットは，体表上から骨指標の確認を容易にするために股関節周囲から足部にか

けて剃毛した（図 2-1）。関節固定は，外固定用の材料として一般的に使用されるギプ

スを用いて行った。ラットの右足関節は最大底屈位で保持し（図 2-2），温湯に侵漬し

たギプスを下腿から大腿にかけて背屈しないよう注意しながら巻き付けた（図 2-3）。

巻き方に関して，ギプスによる外固定の欠点である浮腫などの問題を確認することが
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困難である点について，足趾をギプスから露出させ観察出来るようにした。ギプスは

十分に硬化した後に，破損および脱落を防止する目的でステンレス製のネットを使用

しギプス上からカバーした（図 2-4）。固定期間中は，ギプスの緩みや固定による浮腫

の影響を足趾から観察し，必要に応じてギプスの巻き替えを行った。  

 足関節背屈可動域の測定は関節固定を行う前と，2 週間後の実験最終日に実施した。

実験最終日の足関節背屈可動域の測定は，ラットの腹腔内にペントバルビタールナト

リウム（40mg/kg b.wt.）を投与し，麻酔下にて筋の弛緩を確認した後に実施した。

固定群は，まずステンレス製のネットをとり外し，次にペンチを用いてラットの足関

節を背屈させないように注意しながらギプスを除去した。足関節背屈可動域の測定に

際して，ラットは測定関節を上方とする側臥位にして，検者の手指で股関節と膝関節

を最大屈曲位で保持して体幹とともに固定した。  

足関節の背屈は，デジタルテンションメーター（LTS‐1KA，株式会社共和電業，

東京）を用いて小野ら 35)の方法を参考に中足部に 0.3N の力を加えて定量的に行い，

デジタルカメラ（EX-ZR100，カシオ計算機株式会社，東京）で撮影した。足関節背

屈の回数は，撮影の失敗を考慮して 2 回実施し， 1 回の足関節背屈に対して 1 枚の静

止画を撮影した。静止画は，パーソナルコンピューター（以下，パソコンと略す）に

取り込み，原則として 1 枚目の静止画を採用し，画像解析ソフト（ImageJ ver1.44p，

NIH，USA）を使用してパソコン上で背屈可動域を算出した。なお，算出した背屈可

動域は，ラットの腓骨頭から外果を結んだ線の延長線と，踵骨の底面が成す角度とし

た（図 2-5）。そして背屈可動域は 1 枚の静止画を 3 回測定し，その平均値とした。 

 対照群と固定群の背屈可動域を平均値±標準偏差で表した。統計処理は統計ソフト

（エクセル統計 2012，株式会社社会情報サービス，東京）を用いて実施した。対照群

と固定群の背屈可動域測定値は，正規分布に従うかどうかを確認するために

Kolmogorov-Smirnov test を実施した。そして 2 群間の比較について，正規分布に従

う場合は Unpaired t-test を用い，正規分布に従わない場合はノンパラメトリックで

ある Mann-Whitney’s U-test を実施し，危険率 5%未満を持って有意差を判定した。  
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2－3 結果 

 関節固定を行う前の足関節背屈可動域の測定結果を表 2-1 に示した。また足関節背

屈可動域の平均値は，対照群 139.6±3.1 度，固定群 138.1±2.5 度であった（図 2-6）。

統計処理の結果，2 群は正規分布に従うことが認められたため Unpaired t-test を実施

したところ，対照群と固定群の間で足関節背屈可動域に有意な差を認めなかった。  

実験最終日の足関節背屈可動域の測定結果を表 2-2 に示した。全てのラットに皮膚

や骨格筋および関節に対して浮腫や炎症の惹起を認めなかった。足関節背屈可動域の

平均値は，対照群 139.1±2.8 度，固定群 75.5±7.7 度であった（図 2-7）。統計処理の

結果，2 群は正規分布に従うことが認められたため Unpaired t-test を実施したところ，

固定群は対照群と比較して足関節背屈可動域が有意に低下した。  

 

 

2－4 考察 

 関節拘縮に関する実験的研究は一般的に動物が用いられ，内固定および外固定によ

る方法で関節を固定し，拘縮を発生させ実施されてきた 11,33)。外固定は，対象関節に

外科的侵襲を加えて骨を露出させることなく，ギプスなどを用いて固定する方法であ

る。小野ら 35)は，ラットを対象に麻酔下にて足関節を最大底屈位でギプスを用いて関

節固定を行っている。結果，1 週間の固定期間後に足関節の背屈可動域を測定したと

ころ，可動域制限の発生を認めている。また武村ら 21)は，ラットを対象とし麻酔下に

て股関節最大伸展位，膝関節最大屈曲位，足関節最大底屈位の状態でギプス固定を 2

週間行っている。その結果，膝関節の伸展可動域を測定したところ，可動域制限の発

生を認めている。外固定の利点は，外科的な技術を必要としないこと，ギプスを使用

するため侵襲がないことである。逆に欠点は，固定部がギプスで覆われているため確

認が困難であること，ギプスに緩みが生じると巻き替えを必要とすることである。今

回筆者は，外固定による関節固定を 2 週間行った結果，関節拘縮の発生を認めた。  

次に，制限された関節可動域の程度に関して，筆者と同様に外固定による関節固定

を 2 週間行っている先行研究と比較した。Oki et al．12)は，ラットの足関節を最大底
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屈位で外固定を行い，2 週間後の固定除去直後に足関節背屈可動域を測定したところ，

76.5±5.2 度であったと報告している。筆者の結果は，関節拘縮を発生した足関節の

背屈可動域が 75.5±7.7 度であるため，Oki et al．12)の報告とほぼ同程度の可動域制

限であった。また，岡本ら 23)は，ラットの足関節を最大底屈位で外固定を行い，固定

開始前と 2 週間後の固定除去直後に足関節背屈可動域を測定したところ，固定開始前

より可動域が約 34%制限されたとしている。筆者の結果，可動域が制限された割合は，

約 45%であるため，岡本ら 23)の結果よりも制限されていたと言える。その原因として，

岡本ら 23)は可動域測定に際して足関節の背屈を徒手にて行っていたのに対し，筆者は

足関節の背屈をテンションメーターを使用して定量的に行ったため，測定結果に差が

生じたと考えられた。関節可動域の測定は，押す力に依存する。そのため関節可動域

測定の精度は，押す力を力量計を用いて一定にして測定する方が，力量計を用いない

で測定するより向上する 36)。 

以上より，筆者が行った外固定による関節固定は，先行研究と同様に可動域が制限

されることが明らかとなった。本研究では外固定による関節固定を実施した。その結

果，先行研究 12,23)と同様に関節拘縮を発生することが出来た。  
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2－5 小括 

本研究の目的は，廃用性の関節拘縮を発生させるために必要な関節固定の方法を，

先行研究 33)を参考に検討することである。対象は雌の Wistar 系ラット 12 匹とし，実

験期間は 2 週間とした。6 匹は右足関節に対して介入を行わない対照群とした。残り

の 6 匹は外固定法を用いて右足関節に対して最大底屈位でギプスを使用して固定する

固定群とした。全てのラットは，実験最終日に足関節背屈可動域を測定した。その結

果，足関節背屈可動域は対照群よりも固定群で有意に低下した。今回筆者が用いた外

固定法による関節固定は，先行研究 12,23)と同様に関節拘縮を発生することが確認出来

た。 
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図 2－1 剃毛したラットの足関節      図 2－2 右足関節最大底屈位 

 

 

 

       

 

図 2－3 ギプスによる関節固定    図 2－4 ステンレス製のネットカバー 
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図 2－5 足関節背屈可動域の測定方法 

 

足関節は，テンションメーターを用いて中足骨頭  

付近を 0.3N で背屈方向へ押す。 

可動域は，足関節最大底屈位から背屈した角度を  

測定した。 
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表 2－1 関節固定前の足関節背屈可動域（全てのラット） 

（単位：度） 

ラット（6 匹） 対照群   ラット（6 匹） 固定群 

1 143.3 
 

7 141.3 

2 139.0 
 

8 141.0 

3 135.1 
 

9 137.4 

4 137.9 
 

10 136.4 

5 139.3 
 

11 136.5 

6 142.9 
 

12 135.7 

mean±SD 139.6±3.1   mean±SD 138.1±2.5 

mean：平均値，SD：標準偏差 

 

 

 

 

図 2－6 関節固定前の足関節背屈可動域の平均値と標準偏差 

（対照群と固定群における変化） 
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表 2－2 実験最終日の足関節背屈可動域（全ラット） 

                             （単位：度） 

ラット（6 匹） 対照群   ラット（6 匹） 固定群 

1 142.2 
 

7 72.6 

2 138.3 
 

8 76.3 

3 141.5 
 

9 80.3 

4 140.5 
 

10 64.7 

5 136.2 
 

11 71.5 

6 135.7 
 

12 87.0 

mean±SD 139.1±2.8   mean±SD 75.5±7.7a 

mean：平均値，SD：標準偏差 

a：vs．対照群 p<0.05，固定前と比較すると 45%の低下 

 

 

  ＊：vs．対照群 p<0.05  

図 2－7 実験最終日の足関節背屈可動域の平均値と標準偏差 

（対照群と固定群における変化） 
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3－1 小序 

関節拘縮は，関節の可動域が制限され日常生活に支障を来す 37)。評価として実施さ

れる関節可動域測定は，高い再現性と信頼性を必要とする 38)。しかし，関節可動域測

定は技術的な問題から測定誤差が発生することが報告されている 39,40)。その原因とし

て，移動軸を動かす際の問題と，基本軸を固定する問題の 2 点が考えられる 41,42)。移

動軸に関しては，測定時に四肢を動かす力を一定にする方法で関節可動域測定の信頼

性が検討されている 43)。一方，基本軸に関しては，測定時に四肢を固定して可動域測

定を行う方法が報告されているが 44)，基本軸の固定方法を比較したうえで測定法の信

頼性について検討した報告は見当らない。また関節可動域は，年齢などの影響を受け

る 45,46)。 

そこで，本研究の目的は，測定方法による差を明確にするため，同週齢のラットを

用いた実験的研究を行い，足関節背屈可動域を測定する際に基本軸を含む体幹と大腿

部および下腿部の固定方法が検者内信頼性に与える影響を検討することとした。 

 

 

3－2 対象と方法 

対象動物 

 実験動物は 8 週齢の Wistar 系雌ラット 10 匹とした。全てのラットは，室温が 23℃

と一定になるよう空調でコントロールした飼育室で 1 匹ずつケージ内に収容して飼育

し，市販の固形餌（MF 飼料，オリエンタル酵母工業株式会社，東京）と水道水を自

由に摂取させた。飼育室内の照明は，午前 7 時に点灯し午後 7 時に消灯する 12 時間

サイクルで人工的に昼と夜を設定した。  

本研究は，県立広島大学保健福祉学部付属動物実験施設を使用し，県立広島大学研

究倫理委員会の承認を受けて行った（承認番号第 12MA003 号）。 
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方法 

足関節背屈可動域の測定は，ラットの腹腔内にペントバルビタールナトリウム

（40mg/kg b.wt.）を投与し，苦痛が伴わないよう十分に麻酔が効いた後に実施した。

ラットは，体表上から骨指標の確認を容易にするために股関節周囲から足部にかけて

剃毛した。可動域測定時に体幹と大腿部および下腿部を固定する方法は，徒手による

固定と器具による固定とし，無作為に各 5 匹を割り付けた。徒手による固定は，ラッ

トの右足関節を上方にする側臥位とし，検者の手指でラットの股関節と膝関節を最大

屈曲位で保持して体幹とともに固定した。器具による固定は，ラットの右足関節が上

方の側臥位とし，股関節と膝関節を最大屈曲位で保持して鉄製の網に体幹とともに結

束バンドを用いて固定した。また右股関節の内外転を防ぐために，アクリル板を用い

て右下肢を内側から保持した（図 3-1）。 

関節可動域の測定に関して，足関節の背屈は小野ら 35)の報告に従い，デジタルテン

ションメーター（LTS‐1KA，株式会社共和電業，東京）を用いて測定中に表示され

ている力を確認しながら中足部に 0.3N の力を加えて定量的に行った。足関節の背屈

は，検者間誤差を防ぐため 1 名の検者が行い，徒手による固定と器具による固定でそ

れぞれ 1 匹につき 3 回実施した。また，測定中の足関節背屈は移動軸の動きを記録す

るため，デジタルカメラ（EX-ZR100，カシオ計算機株式会社，東京）を用いて動画

を撮影した。動画は 1 回の足関節背屈に対して 1 回の撮影を行い，パソコンに取り込

んだ後に 0.3N の力で背屈している際の静止画を 1 枚抽出した。得られた静止画は画

像解析ソフト（ImageJ ver1.44p，NIH，USA）を使用してパソコン上で背屈可動域

を測定した。なお，測定した背屈可動域は，ラットの腓骨頭から外果を結んだ線の延

長線と，踵骨の底面が成す角度とした。 

統計処理は，徒手による固定と器具による固定で測定した足関節背屈可動域から，

検者内信頼性として級内相関係数（Intraclass Correlation Coefficient：ICC）を用い

て検討を行った。 

 

 



第 3 章 ラット足関節背屈可動域測定法の信頼性に関する検討 

23 

 

3－3 結果 

足関節背屈可動域について，徒手による固定と器具による固定で測定した結果を表

3-1 と表 3-2 に示した。また，信頼性の値についておおまかな評価基準を表 3-3 に示

した。その際の検者内信頼性について，ICC は徒手による固定で 0.76，器具による固

定で 0.84 であった（表 3-4）。 

 

 

3－4 考察 

関節可動域の測定は，関節可動域の制限を把握するために重要な検査手技の一つで

ある 47)。しかし，関節可動域測定の結果は測定誤差が発生することが報告されている

ため 39,40)，測定誤差を減少させる方法について検討が必要である。小野ら 48)によると，

足関節背屈可動域の測定は，ハンドヘルドダイナモメーターを用いて足関節を背屈さ

せる力を 100N と一定にすることで，背屈する力を規定しない場合よりも検者内信頼

性が高値であったことを報告している。この結果より，関節可動域を測定する際は，

移動軸を動かす力を一定にすることで信頼性の高い測定が可能であることが明らかに

された。同様に基本軸に関しても，一定の力で固定することで信頼性の高い測定が可

能となることが考えられた。 

そこで，本研究では固定方法の違いが足関節背屈可動域の測定結果に与える影響に

ついて，ICC による検者内信頼性を用いて評価した。今回使用した固定器具は，市販

されている鉄製の網，結束バンド，アクリル板の組み合わせにより安価で簡便に，膝

関節を最大屈曲位で体幹とともに固定可能である。筆者の背屈可動域測定の結果より，

ICC は徒手による固定よりも，器具による固定で高い値を示した。桑原ら 49)は，信頼

性のおおまかな判定基準について，0.7 で「普通（OK）」，0.8 で「良好（good）」とし，

0.6 未満では再考が必要としている。この判定基準に従うと，徒手による固定では ICC

が 0.76 と「普通（OK）」であり実用上十分な検者内信頼性が認められた。しかし，器

具による固定では ICC が 0.84 と「良好（good）」であり，さらに高い検者内信頼性を

示した。Salter50)によると，対象としている関節の可動域測定の結果は，近接してい
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る関節の肢位によって二関節筋の影響を受けることを報告している。二関節筋とは，

2 つの関節を越えて付着している骨格筋のことを指す。足関節の背屈可動域は，二関

節筋である腓腹筋の影響を受けて測定結果が変動する。今回筆者が行った徒手による

固定および器具による固定は，ともに膝関節を屈曲し二関節筋である腓腹筋の影響を

取り除くように配慮して足関節背屈可動域の測定を行った。しかし，それでも徒手に

よる固定よりも器具による固定の方で高い信頼性が示された。その原因として，徒手

による固定では器具による固定と比較して，常に一定の固定力で膝関節屈曲位を保持

し続けることが困難であったため，腓腹筋の影響を十分に除去できなかったことが考

えられる。以上より，足関節背屈可動域の測定に際して，より信頼性の高い測定結果

を得るには，器具などを使用し基本軸を含む体幹と大腿部および下腿部を固定するこ

とが有用であることが示唆された。 

筆者は，治療などによる介入が生体に与える影響を精度よく評価したいと考えてい

る。ラットを用いた動物実験では，関節可動域に影響する年齢や性別を統一すること

が容易で，治療などによる介入が生体に与える影響を精度良く評価することができる。

これまで筆者が行ってきた動物実験において可動域測定は，基本軸を徒手で固定する

方法を用いて行っていた。今回の結果は徒手固定よりも精度の高い評価方法を見出し

たことに意義があると考える。今後は他の関節についても可動域測定の精度を高める

方法を検討したい。 
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3－5 小括 

本研究の目的は，足関節背屈可動域の測定時に基本軸を含む体幹と大腿部および下

腿部を固定する方法が検者内信頼性に与える影響を検討することである。対象は雌の

Wistar 系ラット 10 匹とした。可動域測定は右足関節背屈可動域を測定した。基本軸

の固定は，徒手による固定かあるいは器具による固定を実施した。測定は 1 名の検者

が行い検者内信頼性を求めた。足関節背屈可動域の測定法に対する検者内信頼性は，

徒手による固定で 0.76，器具による固定で 0.84 であった。信頼性の高い可動域測定

の結果を得るためには，器具などを使用して基本軸を固定することが有用である。 
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図 3－1 足関節背屈可動域測定時の固定方法  

 

a 徒手による固定：股関節と膝関節を屈曲位で保持  

 

   b 器具による固定： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 背部を固定する固定台 

② 股・膝関節屈曲位で固定台に固定する結束バンド 

③ 右下肢を内側から保持するアクリル板  

 

a b ① 

③ 

② 
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表 3－1 徒手による固定で検者 1 名が測定した足関節背屈可動域 

（単位：度） 

ラット 1 回目 2 回目 3 回目 mean±SD 

1 140.7 134.6 135.7 137.0±3.3 

2 131.5 133.2 134.8 133.2±1.7 

3 139.5 140.3 138.3 139.4±1.0 

4 130.4 131.1 130.8 130.8±0.4 

5 134.1 135.4 134.9 134.8±0.7 

mean±SD       135.0±3.4 

mean：平均値，SD：標準偏差 

 

 

 

表 3－2 器具による固定で検者 1 名が測定した足関節背屈可動域 

（単位：度） 

ラット 1 回目 2 回目 3 回目 mean±SD 

1 139.8 139.9 138.0 139.2±1.1 

2 137.5 138.3 138.0 137.9±0.4 

3 138.1 138.0 137.7 137.9±0.2 

4 136.4 138.6 138.0 137.7±1.1 

5 133.4 135.0 133.9 134.1±0.8 

mean±SD       137.4±1.9 

mean：平均値，SD：標準偏差 
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表 3－3 信頼性値のおおまかな評価基準（文献 49)より改変して引用） 

 

 
ICC   判定   

 
0.9 以上   優秀   

 
0.8 以上 

 
良好 

 

 
0.7 以上 

 
普通 

 

 
0.6 以上 

 
可能 

 

 
0.6 未満   要再考   

 

 

 

 

表 3－4 検者内信頼性係数 

 

徒手による固定 器具による固定 

0.76 0.84 
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4－1 小序 

関節拘縮は，下肢の骨折や意識障害などによって関節の固定や不動期間が長期にわ

たると発生する。これまでの研究より，関節拘縮の原因組織として皮膚や骨格筋の関

与は，関節固定により関節拘縮を発生させた動物実験によって明らかにされてい  

る 11-13,23)。それら先行研究によると，皮膚や骨格筋が関節拘縮に関与している程度

は，一定期間の関節固定を行い，固定を除去した直後と次いで皮膚を切除した後およ

び骨格筋を切除した後に，それぞれ関節可動域を測定し，得られた可動域の変化によ

り示されている 11-13,23)。 

一方，関節拘縮に関する人を対象とした先行研究は，関節可動域測定の前に関節運

動を行った場合，可動域が拡大する効果があったと報告している 51,52)。これらの報告

を踏まえると，関節拘縮に関与している原因組織を調べるために繰り返し行う関節可

動域測定としての関節運動は，皮膚や骨格筋を切除することに加えて，可動域測定を

繰り返すことによる可動域の拡大が加わっている可能性がある。  

本研究の目的は，2 回行う関節可動域測定が関節拘縮の改善におよぼす影響を検討

することである。 

 

 

4－2 対象と方法 

対象動物 

 実験動物は 8 週齢の Wistar 系雌ラット 12 匹とした。全てのラットは，室温が 23℃

と一定になるよう空調でコントロールした飼育室で 1 匹ずつケージ内に収容して飼育

し，市販の固形餌（MF 飼料，オリエンタル酵母工業株式会社，東京）と水道水を自

由に摂取させた。飼育室内の照明は，午前 7 時に点灯し午後 7 時に消灯する 12 時間

サイクルで人工的に昼と夜を設定した。  

本研究は，県立広島大学保健福祉学部付属動物実験施設を使用し，県立広島大学研

究倫理委員会の承認を受けて行った（承認番号第 12MA003 号）。 



第 4 章 2 回行う可動域測定が関節拘縮の改善におよぼす影響 

31 

 

方法 

実験期間は 2 週間である。ラットは無作為に各 6 匹を 2 つの群に割り付けた。6 匹

は右足関節を最大底屈位でギプス固定し，実験最終日に固定を除去した後に下腿の皮

膚を切除しない皮膚有り群とした。他の 6 匹は右足関節を最大底屈位でギプスを使用

して固定し，実験最終日に固定を除去した後に下腿の皮膚を切除する皮膚無し群とし

た。  

 関節固定は，ラットの腹腔内にペントバルビタールナトリウム（40mg/kg b.wt.）

を投与し，苦痛が伴わないよう十分に麻酔が効いた後に開始した。ラットは，股関節

周囲から足部にかけて剃毛を行い，右足関節を最大底屈位で保持しギプスを用いて関

節固定を行った。ギプスは，浮腫が発生しないように十分注意して巻き付け，浮腫が

発生した場合に直ちに発見できるように足趾を露出させた。そして，ギプスが十分に

硬化した後に，破損および脱落を防止する目的でステンレス製のネットを使用しギプ

スの上からカバーした。固定期間中は，ギプスの緩みや固定による浮腫の影響を足趾

から観察し，必要に応じてギプスの巻き替えを行った。  

足関節背屈可動域の測定は関節固定を行う前と，2 週間後の実験最終日に実施した。 

関節固定を行う前の足関節背屈可動域の測定は，ラットの腹腔内にペントバルビター

ルナトリウム（40mg/kg b.wt.）を投与し，麻酔下にて行った。ラットは，右足関節

を上方にする側臥位とし，筆者の先行研究で行った方法を用いて股関節と膝関節を最

大屈曲位で保持して体幹とともに固定した 53)。足関節の背屈は，デジタルテンション

メーター（LTS‐1KA，株式会社共和電業，東京）を用いて小野ら 35)の報告に従い中

足部に 0.3N の力を加えて定量的に行った。また，測定中の足関節背屈は，デジタル

カメラ（EX-ZR100，カシオ計算機株式会社，東京）を用いて動画として撮影した。

動画は 1 回の足関節背屈に対して 1 回の撮影を行い，パソコンに取り込んだ後に 0.3N

の力を加えて背屈している際の静止画を 1 枚抽出した。得られた静止画は画像解析ソ

フト（ImageJ ver1.44p，NIH，USA）を使用してパソコン上で背屈可動域を算出し

た。なお，算出した背屈可動域は，ラットの腓骨頭から外果を結んだ線の延長線と，

踵骨の底面が成す角度とした。そして背屈可動域は 1 枚の静止画を 3 回測定し，その
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平均値とした。実験最終日の足関節背屈可動域の測定は，ラットの腹腔内にペントバ

ルビタールナトリウム（40mg/kg b.wt.）を投与し，麻酔下にてギプスを除去し腹大

動脈切断による脱血にて屠殺した後に行った。まず，皮膚有り群は，1 回目の可動域

測定を行なった後に，皮膚を切除せずに 2 回目の可動域測定を行なった。続いて皮膚

無し群は，1 回目の可動域測定を行ない，さらに皮膚を切除した後に 2 回目の可動域

測定を行なった。皮膚は下腿から踵部にかけて切除した。切除の際には足関節を背屈

させないよう細心の注意をはらって行った。足関節背屈可動域は，測定方法と動画の

撮影および静止画の抽出ともに関節固定を行う前と同じ手順で実施し，平均値を測定

した。 

統計処理は統計ソフト（エクセル統計 2012，株式会社社会情報サービス，東京）を

用いて実施した。皮膚有り群と皮膚無し群の背屈可動域は，正規分布に従うかどうか

を確認するために，Kolmogorov-Smirnov test を実施した。1 回目と 2 回目に測定し

た足関節背屈可動域の比較は，正規分布に従う場合 Paired t-test を実施し，正規分布

に従わない場合ノンパラメトリックである Wilcoxon signed-rank test を実施した。

また，1回目と 2回目に測定した足関節背屈可動域の変化に関して 2群間での比較は，

正規分布に従う場合 Unpaired t-test を実施し，正規分布に従わない場合ノンパラメ

トリックである Mann-Whitney’s U-test を実施した。有意差は危険率 5%未満を持っ

て判定した。 

 

 

4－3 結果 

関節固定を行う前の足関節背屈可動域の測定結果を表 4-1 に示した。また足関節背

屈可動域の平均値は，皮膚有り群 142.6±3.1 度，皮膚無し群 142.3±4.3 度であった。

統計処理の結果，2 群は正規分布に従うことが認められたため Unpaired t-test を実施

したところ，皮膚有り群と皮膚無し群の間で背屈可動域に有意な差を認めなかった（図

4-1）。 

実験最終日の足関節背屈可動域の測定結果を表 4-2，表 4-3 に示した。また足関節
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背屈可動域の平均値は，皮膚有り群の 1 回目 74.3±4.7 度，2 回目 77.9±3.8 度，皮膚

無し群の 1 回目 66.9±10.0 度，2 回目 76.1±11.5 度であった。統計処理の結果，2 群

は正規分布に従うことが認められたため Paired t-test を実施したところ，2 群とも 2

回目に測定した可動域が 1 回目に測定した可動域よりも有意に拡大した（図 4-2，図

4-3）。また，1 回目と 2 回目に測定した可動域の変化は，皮膚有り群 3.7±1.0 度，皮

膚無し群 9.2±2.8 度であった。統計処理の結果，2 群は正規分布に従うことが認めら

れたため Unpaired t-test を実施したところ，背屈可動域は皮膚有り群よりも皮膚無

し群において有意に拡大した（図 4-4）。 

 

 

4－4 考察 

皮膚性拘縮に関しては，主に熱傷や創傷によって皮膚の表皮と真皮を区切る基底膜

を越えて損傷がおよんだ際に生じる肥厚性瘢痕などが報告されている 54)。一方，関節

固定によって発生した関節拘縮に関与する皮膚に関しては，これまで動物実験によっ

て検討されてきた。一般的にそれらの研究では，皮膚を含めた関節拘縮の原因組織や

それら原因組織が関与する割合を検討するために，関節可動域を測定する方法が行わ

れている。 

市橋ら 13)は，ラットの膝関節を最大屈曲位で 30 日間固定し，固定除去，皮膚切除，

ハムストリングス切除，腓腹筋切除の後にそれぞれ膝関節伸展可動域を測定したとこ

ろ，皮膚と骨格筋の切除により可動域の拡大を認めたとしている。また，固定期間の

延長に伴う関節拘縮の原因組織の変化を調べた岡本ら 23)によると，ラットの両足関節

を最大底屈位で 1，2，4，8，12 週間固定し，固定除去，皮膚切除，腓腹筋切除，ヒ

ラメ筋切除の後にそれぞれ足関節背屈可動域を測定したところ，全ての固定期間で皮

膚と骨格筋を切除することで可動域の拡大を認めたと報告している。これら先行研究

は関節固定によって発生した関節拘縮に対して，皮膚が原因組織として関与している

ことを報告している。しかし，筆者の結果では，2 回行う可動域測定が関節拘縮を改

善したため，皮膚の切除後に測定した関節可動域に，皮膚の関与に加えて測定時の関
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節運動による効果の両方が影響していることが示された。  

 今回行った関節固定は，全てのラットに関節拘縮を発生させた。そして今回行った

可動域測定の結果より，筆者の方法において背屈可動域は両群とも 1 回目の測定より

も 2 回目の測定で拡大することが明らかとなった。まず，皮膚有り群で 2 回目に測定

した可動域が拡大した理由は，デジタルテンションメーターを使用し同一のトルクで

続けて 2 回測定を実施しているため，1 回目の可動域測定が皮膚や骨格筋および関節

包の柔軟性を向上させたことが考えられた。また，皮膚無し群で 2 回目に測定した可

動域が拡大した理由は，1 回目の測定の後に皮膚を切除し 2 回目の測定を行なってい

るため，1 回目の可動域測定と皮膚を切除したことによる両方が影響したと考えられ

た。 

次に，1 回目と 2 回目に測定した可動域の変化は，皮膚有り群と比較して皮膚無し

群において拡大したことが明らかとなった。先行研究によると，2 週間の関節固定で

発生した関節拘縮に皮膚が原因組織として関与している割合は，全可動域制限のうち

13.1%と報告されている 23)。今回の筆者の結果より，皮膚有り群において関節可動域

が拡大した割合は 5.6％であった。また，皮膚無し群において関節可動域が拡大した

割合は 14.5%であり，先行研究とほぼ同じ割合であった。しかし，筆者は，皮膚なし

群における関節可動域の拡大に可動域測定の影響が加わっていると考えているため，

皮膚切除で拡大した 14.5％から可動域測定で拡大した 5.6％を差し引いた 8.9％が関

節拘縮に関与している皮膚の割合として考えられた。 

熱傷や創傷に起因する皮膚性拘縮に関しては，その原因として線維芽細胞の増生 55)，

コラーゲン線維の産生過剰 56)，創の収縮 57)が報告されており，これらの機序によって

瘢痕拘縮が形成される。しかし，関節固定に起因する皮膚性拘縮については，原因組

織となる皮膚の変化について明確にされていない。今回の結果や過去の報告は，関節

拘縮を発生した後に皮膚を切除し，関節可動域が拡大することで皮膚が原因組織であ

ることを明らかにしているが，皮膚自体の柔軟性の変化を証明したものではない。今

後は関節固定によって皮膚自体の柔軟性がどのように変化するか検討が必要である。  
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4－5 小括 

 関節拘縮の原因組織に関する実験において皮膚の影響は，ギプス固定を除去した後

の 1 回目に測定する可動域と，下腿の皮膚を切除した後の 2 回目に測定した可動域の

差から求められている。本研究の目的は，2 回行う関節可動域測定が関節拘縮の改善

におよぼす影響を明らかにすることである。対象は雌 Wistar 系ラット 12 匹とした。

固定はラットの右足関節を最大底屈位でギプスを用いて行った。6 匹は皮膚を切除し

ない皮膚有り群とした。残り 6 匹は皮膚を切除する皮膚無し群とした。皮膚有り群の

背屈可動域は，固定を除去した後に皮膚を切除せず 1 回目の可動域測定と 2 回目の可

動域測定を続けて行った。皮膚無し群の背屈可動域は，固定を除去した後に 1 回目の

可動域測定を行い，皮膚を切除した後に 2 回目の可動域測定を行った。2 回目に測定

した可動域は，1 回目に測定した可動域と比較して両群とも有意に拡大した。また，1

回目に測定した可動域と 2 回目に測定した可動域の変化は，皮膚有り群よりも皮膚無

し群で有意に拡大していた。皮膚を切除した後の可動域は，可動域測定としての関節

運動と皮膚を切除した効果の両方が影響していることが明らかにされた。  
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表 4－1 関節固定前の足関節背屈可動域（全ラット） 

（単位：度）  

ラット（6 匹） 皮膚有り群   ラット（6 匹） 皮膚無し群 

1 147.0 
 

7 148.8 

2 144.3 
 

8 143.9 

3 143.2 
 

9 143.8 

4 143.1 
 

10 141.0 

5 140.2 
 

11 140.5 

6 138.3 
 

12 136.0 

mean±SD 142.6±3.1   mean±SD 142.3±4.3 

mean：平均値，SD：標準偏差 

 

 

 

 

図 4－1 関節固定前の足関節背屈可動域の平均値と標準偏差  

（皮膚有り群と皮膚無し群における変化） 
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表 4－2 実験最終日の足関節背屈可動域（皮膚有り群） 

（単位：度）  

ラット（6 匹） 1 回目 2 回目 

1 78.8 81.2 

2 66.9 72.3 

3 79.9 83.2 

4 73.5 77.4 

5 72.6 76.5 

6 73.9 77.0 

mean±SD 74.3±4.7 77.9±3.8a 

mean：平均値，SD：標準偏差 

a：vs．1 回目 p<0.05 

 

 

＊：vs．1 回目 p<0.05 

図 4－2 実験最終日の足関節背屈可動域の平均値と標準偏差  

（皮膚有り群における変化） 
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表 4－3 実験最終日の足関節背屈可動域（皮膚無し群） 

（単位：度） 

ラット（6 匹） 1 回目 2 回目 

7 75.5 84.3 

8 65.8 79.0 

9 79.4 88.9 

10 50.9 55.9 

11 65.3 73.3 

12 64.4 75.3 

mean±SD 66.9±10.0 76.1±11.5a 

mean：平均値，SD：標準偏差 

a：vs．1 回目 p<0.05 

 

 

＊：vs．1 回目 p<0.05 

図 4－3 実験最終日の足関節背屈可動域の平均値と標準偏差  

（皮膚無し群における変化） 
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＊：vs．皮膚有り群 p<0.05 

図 4－4 2 群における実験最終日の足関節背屈可動域の平均値と標準偏差 

2 群とも 2 回目から 1 回目を引いた関節可動域を示している。  
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5－1 小序 

関節拘縮は，関節の可動域が制限されることにより日常生活における基本動作が困

難となるため，治療することが必要である。関節拘縮に対して治療を行うためには，

関節拘縮に関与している原因組織について理解することが重要である。先行研究より，

関節拘縮の原因組織として皮膚や骨格筋の関与は，皮膚や骨格筋を切除した後に関節

可動域が拡大することから示されている 11-13,23)。また，関節拘縮の原因組織である骨

格筋は，関節固定によって柔軟性がどのように変化するのかを明らかにされてい  

る 15,16)。Tabary et al．15)は，ネコの足関節を最大底屈位で 4 週間固定した後にヒ

ラメ筋を採取し，柔軟性の変化について調べたところ，正常筋と比べて柔軟性の低下

を認めたと報告している。しかし皮膚に関して，関節固定によって柔軟性が低下する

かどうかを明らかにした報告は，筆者が検索する限り見当たらない。 

一般的に臨床では，関節拘縮を治療するために関節運動を行い，皮膚や骨格筋に対

するストレッチが実施される。そのため，関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性の変化を

明らかにすることは，皮膚に対してストレッチを行う根拠に繋がることから大きな意

義があると考える。 

本研究の目的は，関節固定で発生した関節拘縮により皮膚自体の柔軟性が低下する

かどうかを明らかにするために動物モデルを用いて検討することである。 

 

 

5－2 対象と方法 

対象動物 

 実験動物は 8 週齢の Wistar 系雌ラット 6 匹とした。全てのラットは，室温が 23℃

と一定になるよう空調でコントロールした飼育室で 1 匹ずつケージ内に収容して飼育

し，市販の固形餌（MF 飼料，オリエンタル酵母工業株式会社，東京）と水道水を自

由に摂取させた。飼育室内の照明は，午前 7 時に点灯し午後 7 時に消灯する 12 時間

サイクルで人工的に昼と夜を設定した。  
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本研究は，県立広島大学保健福祉学部付属動物実験施設を使用し，県立広島大学研

究倫理委員会の承認を受けて行った（承認番号第 12MA003 号）。 

 

方法 

実験期間は 2 週間とした。6 匹のラットは左右の足関節を 2 つの群に割り付けた。

左足関節は介入を行わない対照群とした。右足関節は最大底屈位でギプスを使用して

外固定を行う固定群とした。 

関節固定は，ラットの腹腔内にペントバルビタールナトリウム（40mg/kg b.wt.）

を投与し，苦痛が伴わないよう十分に麻酔が効いた後に開始した。ラットは，股関節

周囲から足部にかけて剃毛を行い，右足関節を最大底屈位で保持しギプスを用いて関

節固定を行った。ギプスは，浮腫が発生しないように十分注意して巻き付け，浮腫が

発生した場合に直ちに発見できるように足趾を露出させた。そして，ギプスが十分に

硬化した後に，破損および脱落を防止する目的でステンレス製のネットを使用しギプ

スの上からカバーした。固定期間中は，ギプスの緩みや固定による浮腫の影響を足趾

から観察し，必要に応じてギプスの巻き替えを行った。  

皮膚の柔軟性に関する評価は，引張り試験機（オートグラフ AG-50kNG，株式会社

島津製作所，京都）を用い実験最終日に実施した。まず，ペントバルビタールナトリ

ウム（40mg/kg b.wt.）をラットの腹腔内に投与し麻酔下においてギプスを除去した。

次に，引張り試験用の試料を作成する準備としてアキレス腱背部の皮膚に対して，足

関節最大底屈位で踵部より遠位へ 3mm の位置 A 点と，そこから近位へ 10mm の位置

B 点に皮膚マーキングを施した。採取する皮膚の範囲として，長さは，遠位端を A 点

から遠位へ 5mm と近位端を B 点から近位へ 5mm の 20 mm とし，横幅は 4mm とし

た。その後ラットは，腹大動脈切断による脱血にて屠殺し，直ちに皮膚を切離し採取

した。採取した皮膚は，A 点と B 点に穴を開け伸縮性のないステンレス製のワイヤー

を刺入した（図 5-1）。皮膚試料は，ワイヤーの両端部をそれぞれクランプで引張り試

験機に固定した。試験開始位置は，2 箇所のワイヤー刺入部間の距離がマーキングを

施した際と同じ 10mm となるようにノギスを用いて調整した。引張り試験は，開始時
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の伸張距離が 0mm，張力が 0N となるように設定し，1 つの皮膚試料に対して 1 回実

施した（図 5-2）。皮膚の柔軟性の指標は，引張り試験の開始時から 0.3N の伸張力が

加わった際に皮膚が伸張した距離とした。 

統計処理は統計ソフト（エクセル統計 2012，株式会社社会情報サービス，東京）を

用いて実施した。対照群と固定群における皮膚の伸張距離は，正規分布に従うかどう

かを確認するために Kolmogorov-Smirnov test を実施した。そして 2 群間の比較につ

いて，正規分布に従う場合は Unpaired t-test を用い，正規分布に従わない場合はノ

ンパラメトリックである Wilcoxon signed-rank test を実施し，危険率 5%未満を持っ

て有意差を判定した。 

 

 

5－3 結果 

皮膚の引張り試験の代表例を図 5-3 に示した。また各皮膚試料における引張り試験

の結果を表 5-1 に示した。皮膚の伸張距離は，対照群 4.7±0.7mm，固定群 3.4±0.5mm

であり（図 5-4），皮膚の柔軟性が低下した割合は 27.7%であった。統計処理の結果，

2 群は正規分布に従うことが認められたため Unpaired t-test を実施したところ，固定

群は対照群と比較して皮膚の伸張距離が有意に低下した。  

 

 

5－4 考察 

関節拘縮に関与する皮膚は，関節固定によって関節拘縮を発生させた動物モデルを

用いた研究より報告されている。市橋ら 13)は，ラットの膝関節を最大屈曲位で 30 日

間固定し関節拘縮の発生を認めた後に，皮膚を切除して膝関節伸展可動域を測定した

ところ，可動域の拡大を認めたとしている。また筆者の先行研究 58)では，ラットの足

関節を最大底屈位で 2 週間固定し関節拘縮の発生を認めた後に，皮膚を切除した群と

皮膚を切除しない群の背屈可動域を比較したところ，皮膚を切除した群で可動域の拡

大を認めた。これらの報告より皮膚は，関節固定によって発生した関節拘縮に対して，
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関節可動域の制限因子として影響することが明らかにされている。しかし，これらの

先行研究は，皮膚の有無が関節可動域に関係したことを示しているが，皮膚自体の柔

軟性の変化を証明したものではない。  

今回の結果より，足関節を最大底屈位で固定することによって足関節後面の皮膚は

柔軟性が低下することが明らかとなった。これまで皮膚の力学特性に関しては，皮膚

を押し込む，捩じる，吸引するなどの方法で検査が行われており，それらの中で吸引

式がよく用いられる評価方法とされている。吸引式は，プローブを皮膚の表面に当て

て陰圧をかけ皮膚を内部に吸引して力学特性を調べる方法である。代表的な評価機器

に皮膚粘弾性測定装置（MPA580，Courage+Khazaka Electronic GmbH，Germany）

の Cutometer が挙げられ，Cutometer を用いた皮膚の柔軟性に関する検査がいくつ

か報告されている 59,60)。Dobrev61)は，乾癬患者を対象に皮膚の柔軟性について

Cutometer を用いて測定したところ，同年齢の健常者と比較して有意に低下したこと

を報告している。また Braham et al．62)は，治療中の末端肥大症患者 13 名と健常者

に対して Cutometer を用いて皮膚の柔軟性を測定したところ，末端肥大症患者におい

て有意に向上したと報告している。しかし，Cutometer を用いた評価方法は，プロー

ブを用いて皮膚を吸引するため，プローブを皮膚に押し付ける強さ次第で，柔軟性の

正確な測定が出来なくなることが指摘されている 63)。今回筆者は，生体から皮膚を採

取して試料を作成し，引張り試験機を用いて皮膚の柔軟性を直接測定した。引張り試

験は，一般的に材料の強度や柔軟性を評価する代表的な方法である 64)。よって今回行

った方法は，皮膚自体の柔軟性を正確に評価出来たと考える。  

次に，動物実験にて，関節を不動化した期間の延長に伴い，関節拘縮に関与する原

因組織がどのように変化するのかを調べた岡本ら 23)の報告によると，関節可動域制限

に対して皮膚が関与した割合は，2 週間の固定で 13.1％であったことを明らかにして

いる。今回筆者が行った 2 週間の関節固定において，対照群と比較して皮膚の柔軟性

が低下した割合は，27.7%であり，岡本ら 23)の報告よりも高い値を示した。このよう

に割合に差が生じた原因は，岡本らが皮膚自体の柔軟性ではなく，関節固定によって

発生した関節拘縮において，皮膚を切除することで改善した可動域から間接的に皮膚



第 5 章 関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性の検討 

45 

 

の影響を測定しているのに対して，筆者は，関節拘縮に関与している皮膚を採取して

直接的に柔軟性を測定したためと考える。今回筆者が行った方法は皮膚に着目して引

張り試験を実施している。よって関節拘縮に対する皮膚の影響を感度よく皮膚の柔軟

性の観点から初めて明らかにすることができたと考えている。  

臨床的には，骨折後の保存療法や手術療法によってギプス固定を必要とした場合に，

皮膚の柔軟性が低下する可能性がある。今後は条件を統一しやすい動物を用いて，皮

膚の柔軟性を向上させるための皮膚へのストレッチの効果を皮膚自体の引張り試験を

通して実験的に明らかにする必要がある。  
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5－5 小括 

本研究の目的は，関節固定によって関節拘縮が発生した際に関与している皮膚の柔

軟性が低下するかどうかを明らかにすることである。対象は雌の Wistar 系ラット 6

匹とし，実験期間を 2 週間とした。ラットは，左足関節に対して介入を行わない対照

群と，右足関節に対して最大底屈位でギプスを使用して固定する固定群の 2 群に分け

た。2 週間の関節固定が終了した後に皮膚の柔軟性を測定した。皮膚は足関節後面か

らアキレス腱背部を採取（長さ 20mm×幅 4mm）し，引張り試験機を用い柔軟性の

指標として皮膚の伸張距離を求めた。その結果，皮膚の柔軟性は対照群と比較して固

定群において有意に低下した。関節拘縮に関与している皮膚は，柔軟性が低下してい

ることを明らかにした。 
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図 5－1 引張り試験の対象とした皮膚 

 

a：上側はラットの足趾先端方向，下側は大腿方向で，中央の踵部を  

撮影したものである。引張り試験に供する皮膚はアキレス腱背部  

を対象とし，A 点と B 点（間隔 10mm）に皮膚マーキングを 

施した。採取する皮膚は長さ 20mm×幅 4mm とした。 

 

b： ① ワイヤー  ② 皮膚試料 

採取した皮膚は A 点と B 点に穴を開けて引張り試験機に固定する 

ためのステンレス製のワイヤーを刺入した。  
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図 5－2 皮膚の引張り試験 

 

a：引張り試験の全景 

引張り試験の開始と同時に機器の上部（①）が上昇し，クランプ（②）で固定さ

れている皮膚試料に伸張力を加える。  

 

b：引張り試験機に固定した皮膚試料  

 ② クランプ   ③ ワイヤー 

④ 皮膚試料   ⑤ A 点        ⑥ B 点 

皮膚試料はワイヤーを介してクランプで挟み固定した。皮膚マーキングを施した

A 点と B 点はノギスを用いて距離を 10mm に調整した。 
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図 5－3 引張り試験結果の代表例 

 

皮膚に 0.3N（図中   線）の力を加えた際に伸張した距離を  

皮膚の柔軟性の指標とし，対照群と固定群の比較を行った。  

 

固定群（①）は対照群（②）と比較して左方偏位していること 

が分かる。これは皮膚の柔軟性の低下を意味する。  
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表 5－1 0.3N の力が加わった際の皮膚の伸張距離（全ラット） 

     （単位：mm） 

ラット（6 匹） 対照群（左足関節） 固定群（右足関節） 

1 5.1 3.3 

2 4.5 3.8 

3 3.7 3.1 

4 5.7 3.8 

5 4.2 3.7 

6 5.0 2.4 

mean±SD 4.7±0.7 3.4±0.5a 

mean：平均値，SD：標準偏差 

a：vs．対照群 p<0.05，対照群と比較して 27.7%の低下 

 

 

 

＊：vs．対照群 p<0.05 

図 5－4 0.3N の力が加わった際の皮膚の伸張距離の平均値と標準偏差 
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6－1 小序 

 関節拘縮は，関節固定や病気で関節を動かすことが出来ないことによる廃用で発生

する。これまで関節拘縮の原因組織に関する検討は，動物による拘縮モデルを使用し

ている。 

関節拘縮に関与する骨格筋の柔軟性低下は，引張り試験から得られる力―張力曲線

により明らかにされている 15,16)。また骨格筋は，関節拘縮発生後に形態学的に変化す

ることが報告されている 65,66)。Spector et al．67)は，ラットの足関節を最大底屈位で

4 週間固定の後にヒラメ筋の筋長が正常筋より短縮したと報告している。このように

関節拘縮に関与する骨格筋は，柔軟性の低下という機能的変化と筋長の短縮という形

態学的変化を伴う。また，靭帯の廃用による柔軟性の向上は，サルの関節を固定した

後に靭帯の引張り試験から得られる力―張力曲線から明らかにされている 20)。また，

靭帯の廃用によるコラーゲン線維の変化は，脆弱的な形態学的所見が観察される事が

報告されている 68)。一方，皮膚に関して筆者は，ラットの足関節を最大底屈位で 2 週

間固定した後に，アキレス腱背部の皮膚を採取して引張り試験から得られる力―張力

曲線から柔軟性の変化について検討したところ，関節固定を行っていない皮膚よりも

柔軟性が低下するという機能的変化を明らかにした。しかし，廃用による関節拘縮に

伴う皮膚の柔軟性の低下に関して，形態学的変化を報告した研究は，筆者が検索する

限り存在しない。 

本研究の目的は，関節拘縮に関与している皮膚の形態学的な変化を明らかにするた

めに動物実験を行い検討することである。  

 

 

6－2 対象と方法 

対象動物 

 実験動物は 8 週齢の Wistar 系雌ラット 6 匹とした。全てのラットは，室温が 23℃

と一定になるよう空調でコントロールした飼育室で 1 匹ずつケージ内に収容して飼育
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し，市販の固形餌（MF 飼料，オリエンタル酵母工業株式会社，東京）と水道水を自

由に摂取させた。飼育室内の照明は，午前 7 時に点灯し午後 7 時に消灯する 12 時間

サイクルで人工的に昼と夜を設定した。  

本研究は，県立広島大学保健福祉学部付属動物実験施設を使用し，県立広島大学研

究倫理委員会の承認を受けて行った（承認番号第 12MA003 号）。 

 

方法 

実験期間は 2 週間とした。6 匹のラットは左右の足関節を 2 つの群に割り付けた。 

左足関節は介入を行わない対照群とした。右足関節は最大底屈位でギプスを使用して

固定を行う固定群とした。 

関節固定は，ラットの腹腔内にペントバルビタールナトリウム（40mg/kg b.wt.）

を投与し，苦痛が伴わないよう十分に麻酔が効いた後に開始した。ラットは，股関節

周囲から足部にかけて剃毛を行い，右足関節を最大底屈位で保持しギプスを用いて関

節固定を行った。ギプスは，浮腫が発生しないように十分注意して巻き付け，浮腫が

発生した場合に直ちに発見できるように足趾を露出させた。そして，ギプスが十分に

硬化した後に，破損および脱落を防止する目的でステンレス製のネットを使用しギプ

スの上からカバーした。固定期間中は，ギプスの緩みや固定による浮腫の影響を足趾

から観察し，必要に応じてギプスの巻き替えを行った。  

 2 週間の固定期間が終了した後にラットは，ペントバルビタールナトリウム

（40mg/kg b.wt.）を腹腔内に投与し，麻酔下にてネットとギプスを除去した。組織

観察用の試料を作成する準備としてラットは，両側のアキレス腱背部の皮膚に対して

足関節最大底屈位で踵部より遠位へ 3mm の位置 A 点と，そこから近位へ 10mm の位

置 B 点に皮膚マーキングを施した。採取する皮膚の範囲として，長さは，遠位端を A

点から遠位へ 5mm と近位端を B 点から近位へ 5mm の 20 mm とし，横幅は 4mm と

した。その後ラットは，腹大動脈切断による脱血にて屠殺し，直ちに皮膚を切離し採

取した。皮膚は採取した後の収縮を防ぐため，A 点と B 点を 10mm で保持し，小さ

くカットしたコルク板上に 4 箇所を針で固定した（図 6-1）。固定した皮膚は，10%ホ
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ルマリン液に浸漬し組織固定を行った。組織固定後に皮膚を取り出し，表層から深層

が観察出来るように皮膚の長軸に対して平行に切離し，自動固定包埋装置（RH-12DM，

サクラファインテックジャパン株式会社，東京）を使用して皮膚の処理を 24 時間行

った。その後皮膚は，パラフィン包埋ブロック作製装置（TEC-P-DC-J0，サクラファ

インテックジャパン株式会社，東京）を使用してパラフィン包埋を行い，パラフィン

ブロックを作製した。作製したブロックは，滑走式ミクロトーム（IVS-410，サクラ

ファインテックジャパン株式会社，東京）を使用して 6μm の厚さで薄切を行った。

薄切した皮膚切片はスライドガラスの上に乗せ，約 50 度の温湯に浸して皮膚切片と

スライドガラスの間にある空気を取り除き，吸着させた。スライドガラスに吸着させ

た皮膚切片は，24 時間乾燥させた。乾燥させた皮膚切片は，ヘマトキシリン・エオジ

ン染色（以下，HE 染色と略す）を行い，カバーガラスで封入し標本を作製した。  

 標本は光学顕微鏡（ECLIPSE E600，株式会社ニコン，東京）で観察し，画像を顕

微鏡用デジタルカメラ（DXM1200，株式会社ニコン，東京）で撮影してパソコンに

取り込んだ。標本の撮影箇所は，採取した皮膚の長軸に平行な縦断面の表皮および真

皮とした。標本は光学顕微鏡を使用して 40 倍の視野にて形態を観察した。また表皮

の厚さについて，光学顕微鏡で 200 倍の視野で観察した標本の画像をデジタルカメラ

で撮影してパソコンに取り込み，マイクロメーターを使用して計測した。各ラットに

対して 1 匹につき 3 視野を取り出し，1 視野あたり 10 箇所で表皮の厚さを測定し，

平均値を算出した 69)。 

統計処理は統計ソフト（エクセル統計 2012，株式会社社会情報サービス，東京）を

用いて実施した。対照群と固定群の表皮の厚さは，正規分布に従うかどうかを確認す

るために，Kolmogorov-Smirnov test を実施した。そして 2 群間の比較として，正規

分布に従う場合は Unpaired t-test を用い，正規分布に従わない場合はノンパラメト

リックである Wilcoxon signed-rank test を実施し，危険率 5%未満を持って有意差を

判定した。 
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6－3 結果 

皮膚の形態観察の結果代表例を図 6-2 に示した。対照群の皮膚は，角質に大きな波

打ち様の変化が見られ，その下の表皮は角質の波打ち様の変化に合わせて湾曲してい

た。一方，固定群の皮膚は，角質が平坦化し横走する隙間や部分的に連続性が失われ

た様子が見られ，その下の表皮には角質の平坦化に合わせて湾曲が消失しており，全

体として見ると脆弱的な変化が観察された。  

また表皮厚の測定結果を表 6-1 に示した。表皮厚の平均値は，対照群 24.7±6.7μm，

固定群 23.6±5.5μm であった（図 6-3）。統計処理の結果，2 群は正規分布に従うこと

が認められたため Unpaired t-test を実施したところ，対照群と固定群の間で表皮厚

に有意な差を認めなかった。 

 

 

6－4 考察 

一般的に皮膚の厚さの測定は，表皮と真皮を対象として超音波測定装置や HE 染色

後の光学顕微鏡を用いた方法で行われている 70,71)。しかし，今回筆者は，皮膚から真

皮を除いた表皮に着目し表皮の厚さを測定した。理由として，筆者は，先に関節拘縮

発生時に皮膚自体の柔軟性が低下することを証明したが，試料となる皮膚を採取する

際に真皮の一部を切離する必要があり，その試料の柔軟性低下と形態学的変化の関係

に着目したためである。 

 一般的に皮膚は，表皮が肥厚すると柔軟性が低下することが知られている 72,73)。今

回の結果より，足関節を最大底屈位で 2 週間固定することでアキレス腱背部の皮膚は，

形態学的観察において固定を行っていない皮膚と比較し表皮厚の変化は認められなか

った。しかし，廃用による痛みの変化に着目し，ラットの足関節を最大底屈位で 4 週

間固定した後に足底中央部の皮膚を採取して形態の観察を行ったところ，表皮が菲薄

化したとする報告がある 74)。このように，痛みに着目した研究と本研究の目的は異な

るものの，関節固定による表皮厚は 2 週間程度の廃用では変化がなく，4 週間程度の

廃用が必要であったと考えられる。  
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 筆者は，先頃行った研究にて，ラットの足関節を最大底屈位で 2 週間固定した後に，

アキレス腱背部の皮膚を採取して引張り試験を実施し，柔軟性の変化について検討し

たところ，関節固定を行っていない皮膚よりも柔軟性が低下するという機能的変化を

明らかにした。そして今回，関節固定による廃用で柔軟性が低下したアキレス腱背部

の皮膚の形態学的観察を行い，皮膚表面が平坦化した脆弱的な変化を観察した。迫下

ら 75)は，ACL と後十字靭帯（以下，PCL と略す）の組織構造と力学的特性について

実験的研究を行っている。すなわち，線維束が波状走行する ACL と直線走行する PCL

の組織構造の違いが引張り試験における力学的特性におよぼす影響を調べたのである。

それによると，同じ張力で伸張した場合，伸びる距離は ACL より PCL が短かったの

である。これは，組織の波状走行が直線走行するより伸びやすく柔軟であることを示

している。これらのことから，今回筆者の結果から得られた関節固定で認めた皮膚表

面の平坦化は，固定を行っていない皮膚よりも直線状であることから，皮膚の柔軟性

低下との関連が示唆された。 

皮膚は，若齢よりも高齢においてたるみの発生 76)やコラーゲン線維の減少 77)が報告

されており，加齢により形態が変化している可能性がある。今回の研究で用いたラッ

トは若齢であるため，今後，高齢のラットを対照として関節固定が皮膚におよぼす影

響を形態学的に検討する必要がある。  
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6－5 小括 

本研究の目的は，関節拘縮に関与している皮膚の形態が変化するかどうかを明らか

にするために動物実験を行い，形態学的に観察して検討することである。対象は雌の

Wistar 系ラット 6 匹とした。ラットは，左足関節に対して介入を行わない対照群と，

右足関節に対して最大底屈位でギプスを使用して固定する固定群の 2 群に分けた。2

週間の関節固定が終了した後に，皮膚を形態学的に観察した。皮膚は足関節後面から

アキレス腱背部（長さ 20mm×幅 4mm）を採取し，組織固定と前処理を行って標本

を作成した。標本は HE 染色を行い，光学顕微鏡下にて形態を観察した。その結果，

皮膚は形態学的観察において固定を行っていない皮膚と比較し表皮厚の変化を認めず，

皮膚表面の平坦化を観察した。関節拘縮に関与している皮膚は形態が変化し，皮膚の

柔軟性低下との関連が示唆された。  
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 図 6－1 組織固定を行う皮膚試料 

 

a：垂直上方から見た皮膚試料 

皮膚は採取した後の収縮を防ぐため，コルク上で針を使用し，  

     皮膚の 4 箇所を固定した。 

 

b：側方から見た皮膚試料  

組織固定を行う際に皮膚が十分に浸漬出来るように，皮膚と 

コルクの間に間隔を設けた状態で固定した。 

 

 

 

 

 

 

 

a b 
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図 6－2 皮膚の HE 染色（Bar 50μm） 

a～d 対照群，  e～h 固定群 

図の上側が皮膚の表層で，下側が皮膚の深層である。皮膚は 2 週間の関節固定で 

対照群よりも固定群において皮膚表面の平坦化が認められた。 

a 

b 

 c 

d 

e 

f 

g 

h 
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表 6－1 アキレス腱背部の表皮厚（全ラット） 

（単位：μm） 

ラット（6 匹） 対照群（左足関節） 固定群（右足関節） 

1 24.3±7.3 23.8±6.3 

2 19.8±4.2 21.6±3.0 

3 29.1±3.9 27.1±4.2 

4 29.0±6.0 28.1±3.7 

5 21.8±6.0 21.6±3.1 

6 24.3±6.1 20.2±6.5 

mean±SD 24.7±6.7 23.6±5.5 

mean：平均値，SD：標準偏差 

 

 

 

 

図 6－3 アキレス腱背部の表皮厚の平均値と標準偏差 

（対照群と固定群における変化） 
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7－1 小序 

 関節拘縮は，関節固定や疾患の影響で関節を動かせない期間が長期に渡ると重度化

するため，その発生を抑制することが重要である。これまでに関節拘縮の発生を抑制

するために原因組織を伸張するストレッチの効果について，動物を用いた実験的研究

が多数報告されている 78,79)。Williams17)は，マウスの足関節を最大底屈位でギプス固

定した後に，足関節底屈筋群に対して毎日 1 回ギプスを外してストレッチを 2 週間行

っている。その結果，1 日 30 分以上のストレッチは関節拘縮の発生を抑制し，ヒラメ

筋の筋節数を維持することが，骨格筋の柔軟性を維持する効果であると報告している。

また，沖田ら 80)は，ラットの足関節を最大底屈位でギプス固定した後に，足関節底屈

筋群に対して 1 日 30 分間，角速度 10°/秒の間欠的ストレッチを週 6 回の頻度で 4 週

間行っている。その結果，間欠的ストレッチは関節拘縮の発生を抑制し，その理由と

して関節固定によりヒラメ筋の長軸に横走する筋内膜コラーゲン線維が多く認められ

たのに対して，間欠的ストレッチを行うと正常な筋に類似した縦走する筋内膜コラー

ゲン線維が多く認められたためと報告している。これらの報告より，関節拘縮の発生

を抑制するためには，骨格筋の柔軟性を維持することが重要であると考えられる。  

一方で，皮膚は関節拘縮の原因組織であり，関節固定で発生する関節拘縮に早期か

ら関与すると報告されている 23)。また筆者は，2 週間の関節固定で皮膚自体の柔軟性

が低下することを明らかにした。そのため，関節拘縮の発生を抑制するためには，骨

格筋と同様に皮膚の柔軟性を低下させないように維持することが重要である。しかし，

皮膚は，ストレッチを行うことで柔軟性を維持し，関節拘縮の発生を抑制するかどう

かを検討した報告はない。 

本研究の目的は，関節拘縮の発生を抑制するために皮膚に対してストレッチを行う

ことで，皮膚の柔軟性を維持することができるかどうかを明らかにすることである。  
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7－2 対象と方法 

対象動物 

 実験動物は 8 週齢の Wistar 系雌ラット 12 匹とした。全てのラットは，室温が 23℃

と一定になるよう空調でコントロールした飼育室で 1 匹ずつケージ内に収容して飼育

し，市販の固形餌（MF 飼料，オリエンタル酵母工業株式会社，東京）と水道水を自

由に摂取させた。飼育室内の照明は，午前 7 時に点灯し午後 7 時に消灯する 12 時間

サイクルで人工的に昼と夜を設定した。 

本研究は，県立広島大学保健福祉学部付属動物実験施設を使用し，県立広島大学研

究倫理委員会の承認を受けて行った（承認番号第 12MA003 号）。 

 

方法 

 実験期間は 1 週間である。ラットは無作為に各 6 匹の 2 つに分けた。まず 6 匹は，

左足関節に対して介入を行わない対照群（6 肢）とし，右足関節に対して最大底屈位

で 1 週間ギプスによる関節固定を行う固定群（6 肢）とした。残りの 6 匹は，右足関

節に対して最大底屈位でギプス固定を行い，1 日 1 回固定を除去し 30 分間連続して足

関節背屈方向へ他動運動を行い足関節後面の皮膚を伸張するストレッチ群（6 肢）と

した。 

 関節固定は，ラットの腹腔内にペントバルビタールナトリウム（40mg/kg b.wt.）

を投与し，苦痛が伴わないよう十分に麻酔が効いた後に開始した。ラットは，股関節

周囲から足部にかけて剃毛を行い，右足関節を最大底屈位で保持しギプスを用いて関

節固定を行った。ギプスは，浮腫が発生しないように十分注意して巻き付け，浮腫が

発生した場合に直ちに発見できるように足趾を露出させた。そして，ギプスが十分に

硬化した後に，破損および脱落を防止する目的でステンレス製のネットを使用しギプ

スの上からカバーした。固定期間中は，ギプスの緩みや固定による浮腫の影響を足趾

から観察し，必要に応じてギプスの巻き替えを行った。  

 ストレッチ群は，ペントバルビタールナトリウム（40mg/kg b.wt.）の腹腔内投与

による麻酔下にて，ネットとギプスを除去した後に行った。ラットは右足関節を上方
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にする側臥位とし，股関節と膝関節を最大屈曲位で保持して鉄製の網に体幹とともに

結束バンドを用いて固定した。また右股関節の内外転を予防し，正確な足関節背屈方

向への他動運動を行うために，アクリル板を用いて右下肢を内側から保持した。他動

運動による皮膚のストレッチは Ono et al．81)の報告を参考にしてばね秤を使用し足関

節背屈方向へ中足部に対して垂直に 0.3N の力が加わるように行った（図 7-1）。なお，

ストレッチは常に 0.3N の力が加わるように適宜調整を行った。  

 足関節背屈可動域の測定は関節固定を行う前と，1 週間後の実験最終日に実施した。

関節固定を行う前の足関節背屈可動域の測定は，ラットの腹腔内にペントバルビター

ルナトリウム（40mg/kg b.wt.）を投与し，麻酔下にて実施した。ラットは右足関節

を上方にする側臥位とし，筆者の先行研究で行った方法を用いて股関節と膝関節を最

大屈曲位で保持して体幹とともに固定した 53)。足関節の背屈は小野ら 35)の報告に従い，

デジタルテンションメーター（LTS‐1KA，株式会社共和電業，東京）を用いて測定

中に表示されている力を確認しながら中足部に 0.3N の力を加えて定量的に行った。

また，測定中の足関節背屈はデジタルカメラ（EX-ZR100，カシオ計算機株式会社，

東京）を用いて動画として垂直上方から撮影した。動画は 1 回の足関節背屈に対して

1 回の撮影を行い，パソコンに取り込んだ後に 0.3N の力を加えて背屈している際の静

止画を 1 枚抽出した。得られた静止画は画像解析ソフト（ImageJ ver1.44p，NIH，

USA ）を使用してパソコン上で背屈可動域を算出した。なお，算出した背屈可動域

は，ラットの腓骨頭から外果を結んだ線の延長線と，踵骨の底面が成す角度とした。

そして背屈可動域は 1 枚の静止画を 3 回測定し，その平均値とした。実験最終日の足

関節背屈可動域の測定は，ラットの腹腔内にペントバルビタールナトリウム（40mg/kg 

b.wt.）を投与し，麻酔下にて実施した。まず対照群は，固定群の背屈可動域測定が終

了した後に行った。固定群は，ネットとギプスを除去した直後に背屈可動域の測定を

行った。ストレッチ群は，ネットとギプスを除去し，足関節背屈方向への他動運動を

30 分間行った直後に背屈可動域の測定を行った。足関節背屈可動域は，測定方法と動

画の撮影および静止画の抽出ともに関節固定を行う前と同じ手順で実施し，求めた。 

 皮膚の柔軟性に関する評価は，引張り試験機（オートグラフ AG-50kNG，株式会社
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島津製作所，京都）を用い実験最終日に実施した。引張り試験用の皮膚はアキレス腱

背部の皮膚とし，可動域測定が終了した後に，足関節最大底屈位で踵部より遠位へ

3mm の位置 A 点と，そこから近位へ 10mm の位置 B 点に皮膚マーキングを施した。

採取する皮膚の範囲として，長さは遠位端を A 点から遠位へ 5mm と近位端を B 点か

ら近位へ 5mm の 20 mm とし，横幅は 4mm とした。その後ラットは腹大動脈切断に

よる脱血にて屠殺し，直ちに皮膚を切離し採取した。採取した皮膚は，A 点と B 点に

穴を開け伸縮性のないステンレス製のワイヤーを刺入し，ワイヤーの両端部をそれぞ

れクランプで引張り試験機に固定した。試験開始位置は，2 箇所のワイヤー刺入部間

の距離がマーキングを施した際と同じ 10mm となるようにノギスを用いて調整した。

引張り試験は，開始時の伸張距離が 0mm，張力が 0N となるように設定し，1 つの皮

膚試料に対して 1 回実施した。皮膚の柔軟性の指標は，引張り試験の開始時から 0.3N

の伸張力が加わった際に皮膚が伸張した距離とした。 

 統計処理は統計ソフト（エクセル統計 2012，株式会社社会情報サービス，東京）を

用いて実施した。3 群から測定した足関節背屈可動域と皮膚の伸張距離は，正規分布

に従うかどうかを確認するために，Kolmogorov-Smirnov test を実施した。そして 3

群間の比較として，背屈可動域および皮膚の伸張距離ともに正規分布に従う場合は

one-way Analysis of Variance（以下，one-way ANOVA と略す）を用い，正規分布に

従わない場合はノンパラメトリックである Kruskal-Wallis test を実施した。その結

果有意差を認めた場合は多重比較検定を行った。なお，全ての統計手法は危険率 5％

未満をもって有意差を判定した。 

 

 

7－3 結果 

 関節固定を行う前の足関節背屈可動域の測定結果を表 7-1 に示した。また足関節背

屈可動域の平均値は，対照群 138.1±1.0 度，固定群 140.0±3.1 度，ストレッチ群 139.5

±3.2 度であった（図 7-2）。3 群は，正規分布に従うことが認められたため one-way 

ANOVA を実施したところ，足関節背屈可動域に有意差を認めなかった。  
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実験最終日の足関節背屈可動域の測定結果を表 7-2 に示した。また足関節背屈可動

域の平均値は，対照群 137.9±1.6 度，固定群 90.4±12.0 度，ストレッチ群 109.8±

4.9 度であった（図 7-3）。3 群は，正規分布に従うことが認められたため one-way 

ANOVA を実施したところ，足関節背屈可動域に有意差を認めた。次に多重比較検定

として Fisher's PLSD 法を実施したところ，ストレッチ群は固定群よりも足関節背屈

可動域が有意に大きかった。 

 次に，皮膚の引張り試験の結果を表 7-3 に示した。皮膚の伸張距離は，対照群 4.6

±0.7mm，固定群 2.8±0.4mm，ストレッチ群 3.5±0.5mm であった（図 7-4）。統計

処理の結果，3 群は正規分布に従うことが認められたため one-way ANOVA を実施し

たところ，皮膚の伸張距離に有意差を認めた。次に多重比較検定として Fisher's PLSD

法を実施したところ，ストレッチ群は固定群よりも皮膚の伸張距離が有意に長かった。 

 

 

7－4 考察 

 関節拘縮の発生抑制に関するストレッチの効果については，過去に多くの実験的研

究によって検討されている 78,79)。Williams17)は，マウスの足関節を最大底屈位でギプ

スによる外固定を行った後に，毎日 1 回ギプスを外して 0，15，30，60，120 分間の

足関節底屈筋群に対するストレッチを 2 週間行った結果，1 日 30 分以上のストレッチ

で関節拘縮の発生を抑制できたと報告している。また陳之内ら 78)は，ラットの足関節

を最大底屈位でギプス固定した後に，毎日 1 回ギプスを外し 0.3N の力で 10，30，60

分間の足関節底屈筋群に対するストレッチを行い，同じ 0.3N の力で定量的に背屈可

動域を測定した結果，1 日 30 分以上のストレッチで関節拘縮の発生を抑制できたと報

告している。このように動物実験において骨格筋に対するストレッチは，関節拘縮の

発生抑制に効果的であることが報告されているが，関節拘縮の原因組織である皮膚の

柔軟性を維持させるかどうか明らかにされていなかった。  

 今回の研究結果より，関節運動を伴う皮膚のストレッチは関節拘縮の発生を抑える

効果があり，その要因として皮膚の柔軟性を維持することが明らかになった。一般的
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に皮膚の柔軟性が低下する皮膚性拘縮とは，熱傷や，その後の瘢痕によって発生する

場合を称している 82-84)。さらには，熱傷後の瘢痕が原因で発生した皮膚性拘縮に対し

て皮膚のストレッチを実施し，その効果に関していくつか報告されている。Godleski 

et al．85)は，熱傷後の入院患者に対して関節運動を伴う皮膚のストレッチを実施した

結果，瘢痕組織の柔軟性と関節可動域の改善に効果的であったと報告している。また

Verhaegen et al．86)は，熱傷後の瘢痕組織に対して瘢痕切除術を行った後に関節運動

を伴う皮膚のストレッチを行うグループと瘢痕切除術のみ行うグループに分けて，12

ヶ月後に残存している瘢痕組織の面積を比較したところ，瘢痕切除術と皮膚ストレッ

チを行ったグループにおいて有意に減少したと報告している。しかし，これらの報告

は，瘢痕による皮膚性拘縮の皮膚に対するストレッチの効果について示しており，関

節固定によって発生する関節拘縮による皮膚に対するストレッチの効果を明らかにし

たものではない。 

 一方，皮膚の柔軟性を向上する目的でティシューエキスパンダーを用いた方法がい

くつか報告されている 87,88)。ティシューエキスパンダーとは，皮下に挿入し，除々に

ふくらませることで皮膚および軟部組織をストレッチする装置である 89)。Buhrer et 

al．90)は，熱傷によって頭皮に 15％以下の欠損を認めた小児患者に対して，ティシュ

ーエキスパンダーを使用したところ，皮膚の柔軟性が向上することで創部の閉創を認

めたと報告している。また清澤ら 91)は，背部獣皮様母斑患者に対してティシューエキ

スパンダーを用い，母斑周囲の皮膚の柔軟性を向上した後に母斑を切除し，創縁を接

近させて閉創したと報告している。これらの報告において，ティシューエキスパンダ

ーは，挿入した部位の皮膚の柔軟性を向上させる目的で用いられている。しかし，テ

ィシューエキスパンダーの挿入は外科的な侵襲を伴い，関節拘縮の発生を抑制する目

的で使用されないため，体表上から実施する皮膚に対するストレッチの効果について

検討する必要があった。今回筆者が行った実験的研究は，関節固定による廃用で柔軟

性が低下する皮膚に対して，関節運動を伴う皮膚のストレッチを行った結果，皮膚を

採取し引張り試験にて皮膚の柔軟性が維持されていたことを明らかにし，同時に関節

拘縮の発生を抑える効果を証明したことに意義があると考えている。 
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臨床において皮膚は，骨折後に保存療法もしくは外科的治療でギプス固定を行われ

た際に，開窓することでストレッチを実施することができる 28)。今回筆者が実施した

ストレッチは，関節運動を伴う方法を用いた。今後は関節運動を伴わない皮膚に対す

るストレッチの効果を検討する必要がある。 
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7－5 小括 

本研究の目的は，関節拘縮の発生を抑制するために皮膚に対してストレッチを行う

ことで，皮膚の柔軟性を維持することができるかどうかを明らかにすることである。

対象は雌の Wistar 系ラット 12 匹とし，実験期間は 1 週間とした。6 匹のラットは，

左足関節に対して介入を行わない対照群とし，右足関節に対して最大底屈位でギプス

を使用して固定する固定群とした。残りの 6 匹は，右足関節に対して最大底屈位でギ

プス固定を行い，1 日 1 回固定を除去して 30 分間連続して足関節背屈方向へ他動運動

を行うストレッチ群とした。全てのラットは，実験最終日に足関節背屈可動域と皮膚

の柔軟性を測定した。皮膚は，足関節後面からアキレス腱背部を採取（長さ 20mm×

幅 4mm）し，引張り試験機を用い柔軟性の指標として皮膚の伸張距離を求めた。そ

の結果，足関節背屈可動域は固定群よりストレッチ群において大きかった。また，皮

膚の伸張距離は固定群よりストレッチ群において長かった。ストレッチは関節拘縮の

発生を抑える効果があり，その要因として皮膚の柔軟性を維持することが明らかにな

った。 
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図 7－1 足関節背屈方向への他動運動による皮膚のストレッチ  

 

ラットは股関節と膝関節を最大屈曲位とし，体幹とともに固定した。  

ストレッチはばね秤を用いて 0.3N の力を足関節背屈方向へ加えて 

実施した。 
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表 7－1 関節固定前の足関節背屈可動域（全ラット） 

（単位：度） 

ラット 

（6 匹） 

対照群 

（左足関節） 

固定群 

（右足関節） 
  

ラット 

（6 匹） 
ストレッチ群 

1 137.5 143.8 
 

7 143.8 

2 138.2 142.7 
 

8 141.0 

3 138.2 141.1 
 

9 139.5 

4 137.5 138.9 
 

10 140.3 

5 140.1 135.5 
 

11 138.4 

6 137.3 137.9 
 

12 134.1 

mean±SD 138.1±1.0 140.0±3.1    mean±SD 139.5±3.2 

mean：平均値，SD：標準偏差 

 

 

  

図 7－2 関節固定前の足関節背屈可動域の平均値と標準偏差  

（対照群と固定群とストレッチ群）  
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表 7－2 実験最終日の足関節背屈可動域（全ラット） 

（単位：度） 

ラット 

（6 匹） 

対照群 

（左足関節） 

固定群 

（右足関節） 
  

ラット 

（6 匹） 
ストレッチ群 

1 138.6 107.9 
 

7 116.8 

2 138.4 85.1 
 

8 111.9 

3 139.5 81.4 
 

9 110.8 

4 137.0 102.2 
 

10 111.3 

5 135.0 88.5 
 

11 104.0 

6 138.6 77.5 
 

12 104.2 

mean±SD 137.9±1.6 90.4±12.0a    mean±SD 109.8±4.9a,b 

mean：平均値，SD：標準偏差 

a：vs．対照群 p<0.01，b：vs．固定群 p<0.01 

 

 

 ＊＊：p<0.01 

図 7－3 実験最終日の足関節背屈可動域の平均値と標準偏差  

（対照群と固定群とストレッチ群における変化）  
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表 7－3 0.3N の力が加わった際の皮膚の伸張距離（全ラット） 

（単位：mm） 

ラット 

（6 匹） 

対照群 

（左足関節） 

固定群 

（右足関節） 
  

ラット 

（6 匹） 
ストレッチ群 

1 3.9 2.3 
 

7 3.0 

2 4.5 2.5 
 

8 3.4 

3 5.5 3.0 
 

9 3.7 

4 5.2 2.7 
 

10 3.2 

5 4.0 3.1 
 

11 3.5 

6 4.3 3.4 
 

12 4.3 

mean±SD 4.6±0.7 2.8±0.4a     3.5±0.5a,b 

mean：平均値，SD：標準偏差 

a：vs．対照群 p<0.01，b：vs．固定群 p<0.05 

 

＊：p<0.05 ＊＊：p<0.01 

図 7－4 0.3N の力が加わった際の皮膚の伸張距離の平均値と標準偏差 

（対照群と固定群とストレッチ群における変化） 
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8－1 小序 

関節拘縮は，関節の固定や寝たきりで関節を動かさない期間が長期化することで発

生する関節可動域の制限である。これまでに関節拘縮の原因組織は，動物を用いた実

験的研究にて拘縮モデルを用いて検討されている 11-13,23,58)。関節拘縮に関与する皮膚

について筆者は，2 週間の関節固定で柔軟性が低下することを明らかにした。しかし，

この研究では，若齢のラットを用いて皮膚の柔軟性を検討しているため，若齢者に限

定した結果であると考えることが出来る。  

一般的に廃用性の関節拘縮は，若齢者のみならず高齢者においても関節の固定など

によって発生する。臨床において人を対象とした先行研究では，入院中の症例に発生

している関節拘縮を関節可動域測定により調査したところ，加齢によって関節可動域

が減少し，可動域制限が著明になっていることが報告されている 92)。つまり，高齢者

の関節拘縮は，同じ関節固定で発生した場合，若齢者の関節拘縮よりも関節可動域が

減少し，その際に皮膚の柔軟性が若齢者よりも高齢者で低下している可能性がある。

しかし，これまでに関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性が加齢によってどのように変化

するのかを検討した研究は見当たらない。 

本研究の目的は，関節固定で発生した関節拘縮に関与している皮膚の柔軟性が，加

齢によって変化するかどうかを明らかにすることである。  

 

 

8－2 対象と方法 

対象動物 

実験動物は Wistar 系雄ラットとし，2 ヶ月齢を 6 匹，18 ヶ月齢を 6 匹とした。ラ

ットは先行研究を参考にし，2ヶ月齢を若齢，18ヶ月齢を高齢と想定して用いた 93,94)。 

全てのラットは，室温が 23℃と一定になるよう空調でコントロールした飼育室で 1

匹ずつケージ内に収容して飼育し，市販の固形餌（MF 飼料，オリエンタル酵母工業

株式会社，東京）と水道水を自由に摂取させた。飼育室内の照明は，午前 7 時に点灯
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し午後 7 時に消灯する 12 時間サイクルで人工的に昼と夜を設定した。  

本研究は，県立広島大学保健福祉学部付属動物実験施設を使用し，県立広島大学研

究倫理委員会の承認を受けて行った（承認番号第 12MA003 号）。 

 

方法 

 実験期間は 2 週間とした。12 匹のラットは，介入を行わない左足関節に対して 2

ヶ月齢を「若齢対照群（6 肢）」，18 ヶ月齢を「高齢対照群（6 肢）」とした。また，実

験初日に最大底屈位でギプスを使用して固定する右足関節に対して 2 ヶ月齢を「若齢

固定群（6 肢）」，18 ヶ月齢を「高齢固定群（6 肢）」とした。 

関節固定は，ラットの腹腔内にペントバルビタールナトリウム（40mg/kg b.wt.）

を投与し，苦痛が伴わないよう十分に麻酔が効いた後に開始した。ラットは，股関節

部から足部にかけて剃毛を行い，右足関節を最大底屈位で保持しギプスを用いて関節

固定を行った。ギプスは，浮腫が発生しないように十分注意して巻き付け，浮腫が発

生した場合に直ちに発見できるように足趾を露出させた。そして，ギプスが十分に硬

化した後に，破損および脱落を防止する目的でステンレス製のネットを使用しギプス

の上からカバーした。固定期間中は，ギプスの緩みや固定による浮腫の影響を足趾か

ら観察し，必要に応じてギプスの巻き替えを行った。  

皮膚の柔軟性に関する評価は，引張り試験機（オートグラフ AG-50kNG，株式会社

島津製作所，京都）を用い実験最終日に実施した。まず，ペントバルビタールナトリ

ウム（40mg/kg b.wt.）をラットの腹腔内に投与し麻酔下においてギプスを除去した。

次に，引張り試験用の試料を作成する準備としてアキレス腱背部の皮膚に対して，足

関節最大底屈位で踵部より遠位へ 3mm の位置 A 点と，そこから近位へ 10mm の位置

B 点に皮膚マーキングを施した。採取する皮膚の範囲として，長さは遠位端を A 点か

ら遠位へ 5mm と近位端を B 点から近位へ 5mm の 20mm とし，横幅は 4mm とした。

その後ラットは，腹大動脈切断による脱血にて屠殺し，直ちに皮膚を切離し採取した。

採取した皮膚は，A 点と B 点に穴を開け伸縮性のないステンレス製のワイヤーを刺入

した。皮膚試料は，ワイヤーの両端部をそれぞれクランプで引張り試験機に固定した。
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試験開始の位置は，2 箇所のワイヤー刺入部間の距離がマーキングを施した際と同じ

10mm となるようにノギスを用いて調整した。引張り試験は，開始時の伸張距離が

0mm，張力が 0N となるように設定し，1 つの皮膚試料に対して 1 回実施した。柔軟

性の測定項目は，引張り試験の開始時から 0.3N の伸張力が加わった際に皮膚が伸張

した距離とした。 

統計処理は統計ソフト（エクセル統計 2012，株式会社社会情報サービス，東京）を

用いて実施した。全ての群における皮膚の伸張距離は，正規分布に従うかどうかを確

認するために，Kolmogorov-Smirnov test を実施した。4 群間の比較として，皮膚の

伸張距離が正規分布に従う場合は one-way ANOVA を実施し，正規分布に従わない場

合はノンパラメトリックである Kruskal-Wallis test を実施した。その結果有意差を

認めた場合は多重比較検定を行った。なお，全ての統計手法は危険率 5％未満をもっ

て有意差を判定した。 

 

 

8－3 結果 

 引張り試験の測定結果を表 8-1 と表 8-2 に示した。皮膚の伸張距離は，若齢対照群

5.1±0.7mm，高齢対照群 5.7±0.7mm，若齢固定群 2.8±0.7mm，高齢固定群 3.9±

0.6mm であった（図 8-1）。統計処理の結果，4 群は正規分布に従うことが認められた

ため one-way ANOVA を実施したところ，皮膚の伸張距離に有意差を認めた。次に多

重比較検定として Scheffe 法を実施したところ，若齢と高齢ともに対照群よりも固定

群で皮膚の伸張距離が有意に低下した。また，若齢と高齢の固定群間の比較において

皮膚の伸張距離に有意差を認めなかった。  

 

 

8－4 考察 

 関節拘縮に関与する皮膚は，関節固定により柔軟性が低下することが明らかにされ

ているが，加齢とともに柔軟性が変化するかどうか分かっていない。ラットは，世代
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サイクルが短いにも関わらず，人の発生や加齢とよく似た経過をたどる。一般的にラ

ットの加齢に関しては，性成熟の面から大別されており，繁殖が終了する 12 ヶ月齢

以降を高齢としている 95)。また，加齢に関する先行研究では，18 ヶ月齢 96)や 19 ヶ月

齢 97)のラットを高齢の代表例として用いている。これらを参考にして今回筆者は，高

齢の対象として 18 ヶ月齢のラットを用いた。皮膚の柔軟性の比較ではないが，入院

中の症例に対して発生している関節拘縮を調査した研究 92)によると関節可動域は，加

齢によって減少が著明であると報告されている。これは，関節拘縮を発生した後の関

節可動域が若齢よりも高齢で制限され易い事を示していることから，その原因として

関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性も，若齢より高齢で低下すると推測される。しかし，

今回の筆者の研究結果は予想に反して，関節固定を行った場合，皮膚の柔軟性が若齢

と高齢ともに同じく低下した。これらの違いの原因として，関節可動域を測定するま

での期間の違いが考えられる。今回の筆者の実験では，関節固定を行って 2 週間後に

関節可動域を測定している。一方，入院中の症例に発生している関節拘縮を調査した

先行研究 92) は，疾患を発症してから平均 20.5 ヶ月後に関節可動域を測定している。

このことから，関節拘縮に伴う皮膚の柔軟性に若齢と高齢で差があるとしても，それ

は固定後 2 週間程度ではなく，さらに長期におよぶ観察が必要であったと推測される。 

また，関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性が若齢より高齢で低下するのではなく，若

齢と高齢ともに同じく低下した原因として，関節拘縮の直接的原因は，加齢ではなく

廃用であったことが考えられる。在宅で生活をしている高齢の中枢神経障害者に対し

て関節可動域を調査した先行研究によると，同じ高齢者でも日常生活の動作能力が低

いほど関節可動域の制限が著明になっていることが報告されている 98)。このことから，

関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性は，加齢よりも関節を固定することが強く影響して

いると考えられた。 

関節拘縮の原因組織は，皮膚の他に骨格筋や関節包などがある。関節拘縮に関与す

る骨格筋に関しては，ラットの足関節を最大底屈位で鋼線を用いて固定した後にヒラ

メ筋を採取して，柔軟性の変化について調べたところ，固定を行っていないヒラメ筋

と比べて柔軟性の低下を認めたと報告している 16)。また関節拘縮に関与する関節包に
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関しては，ラットの膝関節を約 135°屈曲位で内固定を行い固定期間の終了直後と関

節周囲の骨格筋群を切除した直後に膝関節の伸展可動域を測定し，関節包を含む関節

構成体が関節拘縮に関与し柔軟性が低下していることを明らかにしている 11)。このよ

うに，関節拘縮の原因組織である皮膚以外の骨格筋や関節包は，関節固定により柔軟

性が低下する。しかし，関節拘縮に関与する骨格筋や関節包が，加齢に伴い柔軟性が

低下するかどうかは明らかにされていない。今後の課題として，皮膚以外の骨格筋や

関節包についても，加齢によって柔軟性が変化するかどうかを検討していく必要があ

る。 
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8－5 小括 

本研究の目的は，関節固定で発生した関節拘縮に関与している皮膚の柔軟性が，加

齢によって変化するかどうかを明らかにすることである。対象は雄の Wistar 系ラッ

トとし，2 ヶ月齢（若齢）を 6 匹，18 ヶ月齢（高齢）を 6 匹とした。実験期間は 2 週

間とした。ラットは，若齢と高齢ともに左足関節に対して介入を行わない対照群と，

右足関節に対して最大底屈位でギプスを使用して固定する固定群の 4 群に分けた。ラ

ットは，実験最終日に皮膚の柔軟性を測定した。皮膚は足関節後面からアキレス腱背

部を採取（長さ 20mm×幅 4mm）して，引張り試験を行い柔軟性の指標として皮膚

の伸張距離を求めた。その結果，皮膚の柔軟性は，関節固定により若齢と高齢ともに

同じく低下した。また，若齢固定群と高齢固定群の比較では，皮膚の柔軟性低下に差

が見られなかった。これらの事から，関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性は，加齢より

も関節を固定することが強く影響していると考えられた。  
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表 8－1  0.3N の力が加わった際の皮膚の伸張距離（若齢ラット） 

（単位：mm） 

ラット（6 匹） 対照群（左足関節） 固定群（右足関節） 

1 4.7 2.8 

2 5.5 2.5 

3 6.1 4.1 

4 4.0 2.5 

5 5.3 2.4 

6 5.0 2.4 

mean±SD 5.1±0.7 2.8±0.7a 

mean：平均値，SD：標準偏差 

a：vs．対照群 p<0.05 

 

 

表 8－2  0.3N の力が加わった際の皮膚の伸張距離（高齢ラット） 

（単位：mm） 

ラット（6 匹） 対照群（左足関節） 固定群（右足関節） 

1 5.5 3.4 

2 6.0 4.5 

3 6.6 3.2 

4 4.4 3.5 

5 6.0 4.4 

6 5.6 4.6 

mean±SD 5.7±0.7 3.9±0.6a 

mean：平均値，SD：標準偏差 

a：vs．対照群 p<0.05 
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＊＊：p<0.01 

図 8－1 0.3N の力が加わった際の皮膚の伸張距離の平均値と標準偏差 

（若齢および高齢の対照群と固定群における変化）  
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 第 1 章は，本論文の緒言として廃用性の関節拘縮に関する背景と本研究の目的を述

べた。本研究の目的は，廃用性の関節拘縮に関与している皮膚に対してストレッチを

実施することで，関節拘縮の発生を抑制することが出来るかを明らかにすることであ

る。 

 第 2 章では，廃用性の関節拘縮モデルについて述べた。一般的に関節拘縮に関する

実験的研究では，動物実験が行われてきた。動物実験は，実験を行う際の条件を一定

に設定することが容易であり，再現性の高い結果を得ることが出来る。今回の関節拘

縮モデルは，先行研究を参考にしてラットを使用し，ギプスを用いて足関節を最大底

屈位で固定する外固定を行い作成した。外固定は，対象関節を形成している骨と骨を

麻酔下にてプレートやピンを使用して固定する内固定と比較して，皮膚や骨格筋およ

び関節に対する炎症などの問題発生を防ぐことが出来る。その結果，皮膚や骨格筋お

よび関節に対して炎症などの問題を惹起させることなく，先行研究と同様に関節拘縮

を発生させることが出来た。 

 第 3 章では，関節可動域測定法の信頼性について述べた。一般的に関節拘縮の程度

は，関節可動域を測定することで明らかにする。関節可動域測定は，高い信頼性と再

現性を必要とするが，技術的な問題から測定誤差が発生する。よってラットを用いた

実験的研究を行い，関節可動域測定の方法を器具を用いて固定することで検者内信頼

性に与える影響を検討した。その結果，検者内信頼性は，徒手による方法よりも器具

を用いた方法で高い値となることが確認出来た。したがって，信頼性の高い関節可動

域測定を行うためには，器具などを使用して固定を確実に行うことが必要であると考

えられた。 

 第 4 章では，2 回行う関節可動域測定が関節拘縮の改善におよぼす影響について述

べた。ラットは，皮膚を切除しない皮膚有り群と，皮膚を切除する皮膚無し群の 2 群

に分け，2 週間の関節固定を行った。足関節背屈可動域は両群とも関節固定前と実験

最終日に測定した。皮膚有り群の測定は，固定を除去した後に皮膚を切除せず 2 回実

施し，2 回関節を動かすことが可動域に与える影響を調べた。皮膚無し群の測定は，
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固定を除去した後に 1 回目，皮膚を切除した後に 2 回目を実施し，皮膚の有無が可動

域に与える影響を調べた。その結果，両群とも 2 回目に測定した可動域は，1 回目に

測定した可動域よりも拡大した。また，1 回目に測定した可動域と 2 回目に測定した

可動域の変化は，皮膚有り群よりも皮膚無し群で拡大した。以上より，皮膚を切除し

た後の可動域は，可動域測定としての関節運動と皮膚を切除した効果の両方が影響す

ることを明らかにした。 

第 5 章では，関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性について述べた。ラットは介入を行

わない対照群と，足関節を最大底屈位でギプスを使用して 2 週間固定する固定群の 2

群に分けた。実験最終日にアキレス腱背部の皮膚を採取した。皮膚の柔軟性評価は，

引張り試験機を使用し長さ-張力曲線を求め，同一の力を加えた際の伸張距離を柔軟性

の指標として測定した。その結果，皮膚の柔軟性は，対照群よりも固定群において有

意に低下した。このことから関節拘縮に関与する皮膚は，柔軟性が低下することを初

めて明らかにした。 

第 6 章では，関節拘縮に関与する皮膚の形態学的変化について述べた。ラットは介

入を行わない対照群と，足関節を最大底屈位でギプスを使用して 2 週間固定する固定

群の 2 群に分けた。皮膚はアキレス腱背部から採取し，断面の標本を作成した。標本

は HE 染色を行い，光学顕微鏡にて観察した。その結果，皮膚について対照群よりも

固定群において皮膚表面の平坦化が確認出来た。このことから，関節拘縮に関与して

いる皮膚は，皮膚の表面が平坦化し皮膚の柔軟性低下と関連していることが示唆され

た。 

第 7 章では，関節拘縮発生の抑制を目的とした皮膚へのストレッチの効果について

述べた。先行研究では，関節拘縮に対して関節周囲の皮膚を切除することで関節可動

域の改善を観察しているが，臨床で関節拘縮の治療として皮膚を切除することはない。

今回臨床で用いる治療である関節運動に伴う皮膚へのストレッチを実施し，皮膚の柔

軟性について検討した。実験期間は 1 週間とした。ラットは，介入を行わない対照群

と足関節を最大底屈位でギプスを使用して固定する固定群，および 1 日 1 回固定を除

去して 30 分間連続して足関節背屈方向へ他動運動を行うストレッチ群とした。足関
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節背屈可動域は，関節固定前と実験最終日に測定した。皮膚の柔軟性評価は引張り試

験を行い，長さ-張力曲線を求め同一の力を加えた際の伸張距離を柔軟性の指標として

測定した。その結果，ストレッチ群は固定群と比較して足関節背屈可動域が大きく，

皮膚の伸張距離が長いことを見出した。皮膚に対するストレッチは，関節拘縮の発生

を抑える効果があり，皮膚の柔軟性を維持することが明らかになった。  

第 8 章では，加齢が関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性におよぼす影響について述べ

た。ラットは 2 ヶ月齢を若齢とし，18 ヶ月齢を高齢として使用し，介入を行わない対

照群と，足関節を最大底屈位でギプスを使用して 2 週間固定する固定群とした。皮膚

は実験最終日にアキレス腱背部から採取した。皮膚の柔軟性評価は引張り試験を行い

長さ-張力曲線を求め，同一の力を加えた際の伸張距離を柔軟性の指標として測定した。

その結果，皮膚の柔軟性は，関節固定により若齢と高齢ともに低下した。また，若齢

固定群と高齢固定群の比較では，皮膚の柔軟性低下に差が見られなかった。これらの

事から，関節拘縮に関与する皮膚の柔軟性は，加齢よりも関節の固定が強く影響して

いると考えられた。 
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